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平成 27年度介護報酬改定の概要(案〉

I 平成27年度介護報酬改定に係る基本的な者え方

平成27年度の介護報酬改定は、 2025年(平成37年〉に向けて、医療・介護・予

防・住まい・生活支援が包話的に確保される「地域包括ケアシステム」の構築を実現し

ていくため 平成26年度制度改正の趣旨を踏まえ、中重度の要介護者や認知症高齢者

への対応の更なる強ie.介護人材確保対策の推進、サービス評価の適正化と始率的なサ

ービス提供体制の構築といった基本的な考え方に基づき行うものである.

これらとともに、賃金・物価の状況、介護事業者の経営状況等を踏まえだ介護報酬の

改定率は、全体で42.27%である.

(参考〉

介護報酬宙定率 企2. 27% 

〈うち、在宅分企1.42%、施設分企o.85%) 

〈注1)企2.27%のうち、在宅分、施設分の内訳を九試算しだちの。

(注2)地鼠密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、在宅分にきんでいる.

(施設分は、介護老人福祉施設ミ介護者人保健施設、介護療費型医療施設〕

E 平成27年度介護報酬改定の基本的な警え方とその対応

平成27年度の介護報酬改定については、以下の基本的な視点に基づき、各サービスの
報酬・基準についての見直しを行う。

(1)中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化

①地鼠包括ケアシステムの構築に向けだ対応

O 将来、中重度の要介護者や認知症高齢者となったとしても、「住み慣れた地鼠で

自分らしい生活を続けられるようにするJという地域包括ケアシステムの基本的

な考え方を実現するため、引き続き、在宅生活を支援するためのサービスの充実

を図る。

O 特に、中重度の要介護状態となっても無理なく在宅生活を継続できるよう、 24

時間 365日の在宅生活を支援する定期巡回・随時苅応型訪問介護看護を始めと

しだ「短時間・一日複数回訪問」や「通い・訪問・泊まり」といった一体的なサ

ービスを組み合わせて提供する包括報酬サービスの機能強化等を図る.

②活動と参加に焦点を当てたリハビリテーシヨジの推進

O リハビリテーションの理』含を踏まえた n白易機能」、「活動」、「参加」の要素に

バランスよく働きかける刻果的なリハビリテーショシの提供を推進するため、そ

のような理念を明確{じするとともに、「活動」と「参加」に焦点を当てだ新たな報
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酬体系の導入や、このような質の高いリハビリテーシヨジの着実な提供を促すだ

めのリハビリテーションマネジメジトの充実等を図る。

③書取り期!こおける対応の充実

O 地鼠包括ケアシステムの構築に向けて、看取り期の対応を充実・強fじするだめ

には、本人・家族とサービス握供者との+分な意思疎通を促進することにより、

本人・家族の意向に基づくその人らしさを尊重したケアの実現を推進することが

重要であることから、施設等におけるこのような取組を重点的に評価する。

④ 口腔・栄質管理に係る取組の充実

O 施設等入所者が認知機能や摂食・膜下機能の怪下等により食事の経口摂取が困

難となっても、自分のロから食べる楽しみを得られるよう、多臓種による支援の

充実を図る。

(2)介護人材確保苅策の縫進

O 地域包話ケアシステム構築の更なる推進に向け、今後も憎大する介護=ーズへの

対応や質の高い介護サービスを確保する観点から、介護職員の安定的な確保を図る

とともに、更なる資質向上への取組を推進する。

(3)サービス評価の適正化と効率的なサービス提供体制の構築

O 地獄包括ケアシステムの構築とともに介護保験制度の持続可能性を高めるため、

各サービス提供の実態を踏まえた必要な適正化を図るとともに、サービスの刻果

的・刻率的な提供を推進する。

E 各サービスの報酬・基準に係る見直しの内容

L一星室企謹塁盗

① 認知症加算及び独居高齢者加算の基本報酬への包括化

認知症加算及び独居高齢者加算について、個人の自書の状況や家族の状況等!こ応

じだケアマネジメントの提供は、介護支援専門員の基本の業務であることを踏まえ、

加算による評価ではなく、基本報酬への包括他により評価する.

認知症加算 150単位

狙居高齢者加算 150単位

居宅介護支媛費 (1用につき〕

居宅介護支援(1)

。基本報一化
基本報酬へ包活化

要介護T叉は要介護2 1.005単位司 1.042単位

要介護3、要介護4又は要介護5 1.3田単位司 1.353単位
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← 

居宅介護支援 CII)
要介護1叉は要介護2 田 2単位 =今 521単位

要介護3、要介護4又は要介護5 653単位 =今 677単位

居宅介護支嬢 Cill)
要介護1又は要介護2 301単位 =今 313単位

要介護3、要介護4叉は要介護5 392単位 =今 406単位

②正当な理由のない特定の事業所への偏りに対する対応強化

正当な理由のない特定の事業所へのサービスの傭りの割合が 90%を超える揚合の

減算の適用について、適用要件の明確{じを図りつつ、減算の適用割合を引き下げると

ともに、対象サービスの範囲については、限定を外す。

特定事業所集中減算 .d.200単位 # 変更なし

※ 算定要件等

O 正当な理由なく、特定の事業所の割合が80%を超える揚合に減算する。

〈旧要件の適用割合・ 90%超〉

O 対象サービスの範囲については、限定を外す.

CI日要件の苅象サービス訪問介護、通所介護、福祉用具貸与〉

※ 居宅介護支援の給付管理の苅象となるサービス

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーショジ、適所介護、適所

リハビリテーショジ、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介

護(利周期聞を定めて行うちのに限る0)、福祉用具貸与、定期巡回・随時苅応型訪問

介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護〈利

用期聞を定めて行うちのに限る0)、認知症対応型共同生活介護(利用期間を定めて行

うものに限る0)'地場密着型特定施設入居者生活介護(利用期間を定めて行うものに

限る0)、看護小規模多機能型居宅介護(利用期間を定めて行うものに限る。〉
a一一一ー『四一ーーーーーーーーーー"ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

③質の高いケアマネヲメントを実施する事業所の評価の推進

質の高いケアマネジメントを実施している事業所の評価を推進する定め、特定事業

所加算について、人員配置要件の強fじゃ人材育成に関する協力体制を整備している場

合を算定要件に追加する.一方、中重度蓄の利用者が占める割合については、実態に

即して緩和する.
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特定事業所加算(I) 5αコ単位 一斗 特定事業所加算(I) 5∞単位

特定事業所加算 CII) 3∞単位 I } 特定事業所加算 CII) 4∞単位

F 特定事業所加算 Cill) 3αコ単位

※算定要件等

(現行〉

特定事象所加算Z

1常勤専従の主任介穫支提専門員をよ車以上配置

E常勤専従の介11支援専門員を3名以上配置

3中重度の利用者の占める割合が旦旦以上

4 (筋線}

ふl
待定事業所加算E

1常動専従の主任介護支担専門員を1名以上配置

2常勤専従の介護支復専門員を主主以上配置

3 (続出

〈改正案)(人員配置及び璽件に変更のある部分

(lIil特定事業所加算 E

1常鋤専従の主任介護支俊専門員を主主以上配置

2惟緩}

3中盤度の利用者の占める割合が迎監以上

41長定研修等における実習受入事業所となるなど

人材育成への協力体制の整備

(新)特定事業所加算E

1惟掛

2常鋤専従の介護支復専門員を主主以上配置

3さき定研穆等における実官受入事項習?となるなど

人材育成への協カ体制の盤側

〈新}特定事案所加算E

l偏重続}

2僚主続)

3法定研修等における実習受入事業所となるなど

人材育成への協力体制の整備

④介護予防支援に係る新総合事業の導入に伴う基本報酬の見直し

介護予防支緩について、「介護予防・日常生活支援総合事業(以下「新総合事業』と

いう。)Jの導入に伴い、介護予防サービス計画には、指定事業所により提供されるサ

ービスと、多様な主体により多様なサービス形態で握供される新総合事業のサービス

を位置づけることを踏まえ、基本報酬lこおいて適正巳評価する.

介護予防支援費 C1月につき) 414単位 司 430単位

4 



⑤居宅介護支援事業所とサービス事業所の連燐

居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から、

介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置づけだ指定居宅サービス等の担当者から

個別サービス計画の提出を求めることとする。

⑥地鼠ケア会議における関係者間の情報共有

今般の制度改正で介護保険法上位位置づけだ地域ケア会識において、個別のケアマ

ネジメントの事倒の提供の求めがあった場合には、これに協力するよう努めることと

する。

2.訪問系サービス

(1)訪問介護

①基本報酬の見直レ

以下のとおり、基本報酬の見直しを行う。

易体介護が申Is¥である揚合

所要時間20分未満 171単位

所要時間20分以上30分来満 255単位

所要時間30分以上 1時間未満 404単位

生活援助が中山である場合

所要時間20分以上45分来満 191単位

所要時間45分以上 236単位

通院等乗降介副 101単位

※ 介護職員魁畠改善加算の新しい加算率

加算(I):8.6% 

加算(Il): 4.8% 

② 20分来満の身体介護の見直し

=今 165単位

=今 245単位

=今 388単位

=今 183単位

=今 225単位

=今 97単位

在宅における中重度の要介護者の支援を促進するため、訪問介護における身体介

護の時間区分の1つとして r20分未満」を位置づける.

また、現行の「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を憂けている」

又は「実施に閲する計画を策定している」揚合について、日申と夜間・深夜・早朝

の算定要件を共通のものとしたよで、算定対象者を見直し、要介護1及び要介護2

5 

の利用者iこついては、認知症等により、短時間の身体介護が定期的に必要と認めら

れる場合には、算定を可能とする(要介護1及び要介護2の利用者に対する r20

分未満の身体介護Jの算定については、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

の指定を受けているJ訪問介護事業所に限る。〉。この場合には、従前どおり、前回

提供した訪問介護から概ね2時間以よの間隔を空けることを求めないが、 r20分未

満の易体介護」を算定する利用者に係る1用あたりの訪問介護費は、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護費(j)(訪問看護サービスを行わない甥合〉にお11る当該利

用者の要介護度に対応する単位叡の範囲内とする要件の見直しを行う。

※算定要件等〈畠体介護 (20分未満))

O 身体介護の時間区分の1つとして r20分未満」を位置づける

全ての訪問介護事業所!こおいて算定力匂能

前回提供しだ訪問介護から概ね2時間以上の間隔を空けることが脳裏

O 頻回の訪問〈前回提供しだ訪問介護から概ね2時間以上の間隔を空けないちの〉

については、以下の全ての要件を満たす場合に算定する.

〈利用苅象者〉

要介護1から要介護2の者であって認知症の利用者又は要介護3から要介護

5の者であって障害高齢者の日常生活自立度ランクB-Cの利用者

当該利用者に係るサービス担当者会議が、 3用lこ1度以上開催されており、

当該会議において、 1週間のうち5日以上、頬回の訪問を含む20分未満の身

体介護が必要と認められた者

〈体制要件〉

常時、利用者又は家族等からの連絡に苅応できる体制がある

次のいすれかlこ該当官ること。

? 定期巡回・随時対応サービスの指定を受けている

イ 定期巡回・随時対応サービスの指定を憂けていない白t実施の意思があり、

実胞に関する計画を策定レている〈要介護3から要介護5の利用者に限る0)

O 頻IQIの訪問をさむ20分未満の身体介護算定する利用者に係る1月あだりの訪問

介護費は、定期巡回・随時苅応型訪問介護看護費(I)(訪問看護サービスを行わな

い揚合〉の範囲内とする。
，-ーーーーーーーーーーー一一一---------ーーーーーーーーーーー一一一ー--田ーーーーーー-----ーーーーーー一一一一一ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一一一一ー

③サービス提供責任者の配置基準等の見直し

申重度の要介護者を重点的に受け入れるとともに、人員基準を上回る常劉のサー

ビス提供責任者を配置する事業所に苅する評価を行う。

特定事業所加算 (!V)(新規)~所定単位数の 1∞分の5に相当する単位数を加算
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※ 算定要件等 j 

O 人員基準に基づき置かなければならない常勤のサービス提供責任者毅を上回る鍛

の常勤のサービス鑓供責任者を配置レていること(利用者数が80人未満の事業所

に限る。〕【人材要件】

O サービス提供責任者会員に、サービス提供責任者業務の質の向上!こ資する個別研

修計画が策定され、研修が実施まだは予定であること。【体制要件】

O 利用者総数のうち、要介護3以上、認知症自立度E以上の利用者が 60%以上で

あること.【重度対応要件]

また、常勤のサービス提供責任者が3人以上であって、サービス鑓供責任者の業

務に主として従事する者が1人以上配置されている事業所について、複獄のサービ

ス提供責任者が共同して利用者に関わる体制が構築されている場合や、利用者情報

の共有などサービス提供責任者が行う業務の刻率化白濁られている場合には、サー

ビス提供責任者の配置基準を「利用者50人!こ対レて1人以上Jとする見直しを行

う。

④訪問介護員2級課程修了者であるサービス提供責任者!こ係る減算の取扱い

訪問介護員2級課程修了者であるサービス提供責任者!こ係る減算!こついて見直レ

を行う"1:三だい減算が適用される訪問介護事業所が、人員基準を満たす他の訪問

介護事業所と統合し出張所(いわゆる「サテライト事業所J)となる露合は、平成

29年度末までの問、減算適用事業所を統合する訪問介護事業所全体について、当

該減算を適用レないこととする。

サービス握供責任者配置減算

所定単位叡lこ90/100を乗じた単位数=今所定単位数lこ70/1<おを乗じた単位数

※ 算定要件等

O 訪問介護員2級課程修了者(平成 25年4月以降は介護職員初任者研修修了者〉

であるサービス提供責任者を配置していること.

O 減算が適用される訪問介護事業所が、人員基準を満足す他の訪問介護事業所と統

合し出張所となるものとレて、平成27年度末までに都道府県知事!こ届け出た揚合

は、平成29年度末までの問、減算適用事業所を統合する訪問介護事業所全体につ

いて、当該減算を適用しない。

7 

⑤生活機能向上連携加算の鉱大

生活機能向上連携加算について、通所リハビリテーショジのリハビリテーション

専門職が利用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する等巴より、リ

ハビリテーション専門職と共同して、利用者の皇体状況等を評価し、生活機能の向

上を目的とした訪問介護計画を作成しだ揚合についても評価することとする要件の

見直しを行う.

※ 算定要件等 ! 
O サービス提供責任者が、指定訪問リハビリテーション事業所ヌは通所リハビリテ i

ーション事業所の理学療法士、作業療活士又は言語聴覚士(以下「理学療法土等」と'

いう。)による指定訪問リハビリテーション叉は指定通所リハビリテーションの環

とレて利用者の自宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該

理学療法士等と共同して行ったアセスメジト結果に基づき訪問介護計画を作成して

いること。

O 当該理学療法士等と連携レて訪問介護計函に基づくサービスを提供していること";

O 当該計画に基づく初回の当該指定訪問介護が行われてから3ヶ月間、算定できる!

こと

⑥訪問介護と新総合事業を 体的に実施する揚合の人員等の基準上の取仮し1

訪問介護事業者が、訪問介護及び新総合事業における第号訪問事業を、同の事

業所Eおいて、一体的に実施する甥合の人員、設備及び運曽の基準については、訪問

介護及び分護予防訪問介護を一体的に実施する揚合の現行の基準!こ準するちのとする.

(2)訪問看護(介護予防をさむ〉

①基本報酬の見直し

以下のとおり、基本報酬の見直しを行う。

【指定訪問看護ステーションの揚合]

20分未満 318 単位

30分来満 474 単位

30分以上 1時間未満 834 単位

1時間以上1時間30分未満 1.144 単位

②申重度の要介護者の在宅生活を支える訪問看護体制の評価

310 単位

463 単位

814 単位

1.117 単位一

在宅における中重度の要介護者の療費生活巴伴う医療ニーズへの苅応を強fじする

観点から、充実したサービス提供体制の事業所に対する評価を行う。

看護体制強佑加算〈新規〉 司 3αコ単位/月
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i※ 算定要件等

o次に掲げる基準のいすれにも適合すること。

(1) 算定日が属する月の前3月において、指定訪問看謹事業所における利用者の総数

のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が100分の50以上

であること.

(2) 算定日が属する月の前3用において、指定訪問雷護事業所における利用者の総数

のうち、特別管理加算を算定し1E.利用者の占める割合が100分の30以上である

こと。

(3) 算定日が属する用の前 12月において、指定訪問看護事業所におけるターミナル

③病院・診療所からの訪問看護の充実

医療機関の患者の在宅復帰の促進、在宅における要介護者の重度化も含めだ訪問

看護のニーズは更に高まること自宅想定されることから、将来的な訪問看護従事者の

増員を図るべく、病院叉は診療所からの訪問看護供給量の拡大等を促す観点から、

病院文は惨療所からの訪問看護について、基本報酬を僧額する。

【盾院又は診療所の揚合】

20分未満 256 単位
4262  単位

30分未満 383 単位 392 単位

30分以上 1時間未満 553 単位 567 単位

1時間以上1時間30分未満 815 単位 835 単位

④訪問看護ステーショジ!こおけるリハビリテーションの男直レ

訪問看護ステーションからの理学療法士、作業療法士、又は言語聴覚士lこよる訪

問看護の一環としての訪問と、訪問リハビリテーシヨジ事業所からの訪問リハビリ

テーション!こついて類似し疋実態にあることから評価の見直しを行う。

理学療法士、作業療法士、言語聴覚土の揖合

318単位/回 302単位/固

(3)訪問リハビリテーション

①基本報酬の見直し

リハビリテーションマネジメント加算の再評価(後述②〉に1半い、基本報酬に包

括評価されているリハビリテーションマネジメントに相当する部分の評価を見直す.

307単位/固 =今 302単位/(目
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② リハビリテーションマネジメントの強化

適宜適切でより刻果の高いリハビリテーションを実現するために、リハビリテー

ション計画書(様式〕の充実や計画の策定と活用等のプロセス管理の充実、介護支

援専門員や他のサービス事業所を交えだ「リハビリテーシヨン会議」の実施と情報

共有の仕組みの充実を評価する。また、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が訪

問介護のサービス提供責任者に対して行う指導及び助言は、リハビリテーションマ

ネジメン卜のプロセスとレて一体的に評価する。

リハビリテーションマネジメントの評価 i リハビリテーションマネジメント加算I

I ¥ 60単位/周

現行では基本報酬に包括評価されている」吋リハビリテーシヨジマネジメント加算E
， /" 150単位/周

訪問介護との連携加算 /1')ハピリテーションマネヲメン卜加算III
300単位/3月に1固 lこ統合する l 

※ 算定要件等 i 
O リハビリテーシヨンマネジメント加算(1)

次に掲げる基準のいずれにち適合すること

(1 ) 訪問リハビリテーショツ計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該i
計画を見直していること

(2) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法主又は言語臆覚士!

が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定リ居宅サービス!こi
該当する事業に係る従業者に苅し、リハビリテーシヨジの観点から、日常生活上!

の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。 ! 
O リハビリテーションマネジメジト加算(II)

次に掲げる基準のいずれにも適合すること

(1 ) リハビリテーシヨン会識を開催レ、利用者の状況等に関する情報を、会議の構!

成員である医師、理学療法士、作業療法主、言語璃覚士、居宅介護支緩専門員、

居宅サービス計画原案!こ位置づけられた指定居宅サービス等の担当者、その他関i
係者と共有レ、当該リハビリテーション会議の内容を記録すること

(2) 訪問リハビリテーション計画について、医師が利用者叉はその家族に対して説i
明し、利用者の同意を得ること。 ! 

(3) 3月に 1回以上、リハビリテーション会識を開催し、利用者の状態の変化に!

jsIじ、訪問リハビリテーシヨジ計画を見直していること。 i 
(4) 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が、!

介護支媛専門員に対レ、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利用者i
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の有する能力、自立のために必要な支握方法及び日常生活上の留意点に関する情

報毘供を行うこと。

(51 以下のいすれかに適合すること。

①指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

が、指定訪問介護等の指定居宅サービスに係る従業者と利用者の居宅を訪問レ、

当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工

夫に関する指導及び日常生活上の留意点!こ関する助言を行うこと.

②指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、言語障覚士

白1指定訪問リハビリテーショジの利用者の居宅を訪問レ、その家族に、リハ

ビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導及び日常

生活上の留意点に関する助言を行うこと。

(61 (11から(51までに適合することを確認し、記録すること。

③短期集中リハビリテーション実施加算の見直し

退院(所〉後間ちない蓄に対する皐体機能の回復を目的としだ、短期集申リハビ

リテーション実施加算は、早期かつ集中的な介入を行う部分についての平準化した評

価として見直す。

退院(所〉日又は認定日から起算して i 

1月以内 340単位/日 o¥ 退院(所〉目又は認定白から起算して

退院〈所〉日又は認定日から起算レて LJ 3月以内 200単位/目

1月超3月以内 200単位/白 f 

!※ 算定要件等(変更点のみ)

o リハビリテーシヨンマネジメジト加算(11文は(]])を算定していること

④社会参加を維持できるサービス等へ移行宮る体制の評価

訪問リハビリテーションの利用により ADL.IADLが向上し、社会参加を維持でき

る他のサービス等に移行できるなど、貨の高い訪問リハビリテーシヨンを提供する事

業所の体制を評価する。

社会参加支援加算〈新規〉 =今 17単位/日

f采一主主詮蚕#聖子一一一-
o 指定訪問リハビリテーション事業所において評価苅象期間の次の年度内に限り 1[ 

1 日につき 17単位を所定の単位数に加算する
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O 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(11 評価苅象期間において指定訪問リハビリテーションの提供を終了した奮のう

ち、指定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定認知症対応型遇所介護、

遇所事業その他社会参加に資する取組を実施しだ者の占める割合が、100分の5

を超えていること。

(21 評価対象期間申に指定訪問リハビリテーションの提供を終了し疋日から起算

して 14日以降44日以内に、指定訪問リハビリテーション事業所の従業者が、

リハビリテーションの提供を終了した者に対して、その居宅を訪問すること又は

介護支援専門員から居宅サービス計画に闘する情報提供を受1"1ることにより、指

定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定認知症対応型通所介護、通所事

業その他社会参加に資する取組の実施状況が、居宅訪問等をした白から起算して、

3月以上継続する見込みであることを確認し、記録していること.

o 12月を指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月殺で除レて得

だ裁が100分の25以上であること。

(4)集合住宅に居住する利用者へのサービス握供

①訪問系サービスにおける評価の見直し

訪問介護、訪問入浴介護、夜間対応型訪問介護、訪問看護及び訪問リハビリテー

ションについて、以下の揚合の評価を見直す.

(ア〉事業所と同一敵地内又は隣接する敵地内の建物(養護老人ホーム、軽費老人ホ

ーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る.)に居住する利用者

を訪問する揚合は、当該建物に居住する人数に関わらす、当該利用者に苅する報

酬を減算する。

(イ〉よ記以外の建物(建物の定義は同上〉に居住する利用者を訪問する揚合は、当

該建物に居住する利用者が一定数以上であるものについて、新たに減算する。

l※ 算定要件等

O 集合住宅の居住者にサービス提供する場合の減算対象となる利用者は以下のと

おりとする。

事業所と同一敷地内叉は隣接する敷地内に所在する建物〈養護老人ホーム、軽

費者人ホーム、有料者人ホーム、サービス{すき高齢者自け住宅に限る。〉に居住す

る者

上記以外の範圏に所在する建物〈建物の定義は同上〉に居住する者(当該建物 i 
に居住する利用者の人数が1用あたり20人以上の揚合)
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※ 処遇改善加算の新しい加算率

加算(I)・ 4.0%

加算(jI)・ 2.2%

3-涌E日系サービス

(1)通所介護

①基本報酬の見直し

以下のとおり、基本報酬の見直しを行う.

引規模型通所介護の基本報酬については、通常規模型事業所と小規模型事業所の

サービス提供に係る管理的経費の実態を踏まえ、見直レを行う.

[倒1]小規模型通所介護費の揚合

〈所要時間7時間以上9時間未満の揚合〉

要介護1 815単位/臼

要介護2 958単位/日

要介護3 1パ08単位/日 =今

要介護4 1.257単位/日

要介護5 七405単位/日

【倒2】通常規模型通所介護費の揚合

〈所要時間7時間以上9時間未満の場合〉

要介護1 695単位/目

要介護2 817単位/白

要介護3 944単位/白 司

要介護4 1.071単位/日

要介護5 1.197単位/日

【倒3】大規模型酒i'.IiJi'護費(1)のm合

〈所要時間7時間以上9時間未満の場合〉

要介護1 683単位/日

要介護2 803単位/日

要介護3 928単位/日 =今

要介護4 1.053単位/日

要介護5 1.177単位/日

【倒4]大規模型通所介護費(II)の揚合

〈所要時間7時間以上9時間未満の揚合〉

要介護1 665単位/8

要介護2 782単位/日

要介護3 904単位/日 =今

要介護4 1.025単位/日

要介護5 1.146単位/目
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要介護1 735単位/目

要介護2 868単位/目

要介護3 1.α渇単位/白

要介護4 1.144単位/日

要介護5 1.281単位/日

②在宅生活の継続に資するサービスを提供している事業所の評価

認知症高齢者や中重度の要介護者を積極的に受け入れ、在宅生活の継続に資する

サービスを握供するため、介護職員又は看護職員を指定基準よりも常勤鍛算方法で

複数以上加配している事業所について、加算として評価する。

認知症加算については、認知症高齢者の日常生活自立度E以上の利用者に対して

加算として評価し、中重度者ケア体制加算については、事業所の利用者会員に対し

て加算として評価する。

認知症加算(新規〕 =今 60単位/日

要介護1 656単位/目

要介護2 775単位/白

要介護3 898単位/白

要介護4 1.021単位/日

要介護5 1.144単位/日

i※ 算定要件等

! O 指定基準に規定する介護職員又は看護臓員の員数に加え、介護臓員又は看護職員

1 を常勤換算方法で2以上確保していること。

o 前年度叉I<l:算定日が属する月の前3月間の利用者の総獄のうち、認知佐高齢者の

. 日常生活自立度m以上の利用者の占める割合が100分の20以土であること.
O 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる認知

! 症介護指導者研修、認籾症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修等を修了

i し存者を1以よ確保片主日るcと.

中重度者ケア体制加算〈新規〉 =今 45単位/日

要介護1 645単位/日

要介護2 762単位/日

要介護3 883単位/日

要介護4 1.0叫単位/日

要介護5 1.125単位/目

※ 算定要件等
O 指定基準に規定する介護職員又は看護闘員の員数!こ加え、介護職員又は看護職員を

常勤換算方法で2以上確保していること。
O 前年度叉I<l:算定日が属する周の前3月間の利用者の総数のうち、要介護3以上の利

用者の占める割合が1αコ分の30以上であること。

O 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護職

員を1以上確保していること.

要介護T

要介護2

要介護3

③ Is¥皐機能自練から生活行為向上司練まで総合的に行う機能の強化

地鼠で在宅生活が継続できるよう生活機能の維持・向上に資する刻果的な支援を

行う事業所を評価するため、現行の個別機能訓練加算の算定要件について、居宅を

訪問しだ上で計画を作成することを新たな要件として加えるとともに、加算の評価

の見直しを行う.

628単位/日

742単位/日

859単位/日

要介護4 977単位/目

要介護5 1.095単位/白

個別機能訓練加算(I) 42単位/日

個別機能訓練加算(I!) 50単位/目

4
4

司

46単位/日

56単位/日
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i※ 算定要件等(個別機閥11練加算(1)及び ClI)共通.追加要件のみ)

o 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問しだ上で、個別機能訓練計画を作成し、そ i
i の後3用ごとに1回以上、利用者の居宅を訪問しだ上で、利用者又はその家族に苅レi
i て、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗状況等を説明し、副練内容の見直レ等 i
j を行っていること。 i 

④地域連携の拠点としての機能の充実

利用者の地慢での暮らしを支えるため、医療機関や他の介護事業所、地鼠の住民

活動等と連携し、適所介護事業所を利用しない日でち利用者を支える地援遠権の拠

点としての機能を展開できるよう、生活相談員の専従要件を緩和し、事業所内に限

った利用者との対話を主体とした相談業務のみならず、サービス担当者会議に加え

て地鼠ケア会議への出席など由旬能となるようにする。

⑤看護職員の配置基準の緩和

地践で不足している看護職員については、その専門性を刻果的に活かすこと自宅で

きるよう、病院、診療所、訪問看護ステーションと連携し、健康状態の確認を行っ

た揚合には、人員配置基準を満たしたものとする。

⑥地域密着型通所介護に係る基準の創設

平成28年度に地域密着型通所介護が創設されるととlこ伴い、地鼠との連携や運

営の透明性を確保する定めの運営推進会議の設置など、新たに基準を設けるととも

に、基本報酬の設定については、上述①における見直lA:圭の小規模型通所介護の基

本報酬を踏襲する。

⑦小規模多機能型居宅介護のサテライト型事業所への移行に向けた経過措置

小規模な通所介護事業所が小規模多機能型居宅介護のサテライト型事業所に移行

する際に、小規模多機能型居宅介護のサテライト型事業所としての基準!こついて、

平成29年度末までの経過措置を設ける.

また、経過措置期間内において、小規模多機能型居宅介護のサテライト型事業所

としての人員配置基準を満たさない揚含には、小規模多機能型居宅介護の基本報酬

を減算 C70/1oo)する。

⑧通rJjf)-護〈大規模型・通常規模型〉のザテライト事業所への移行

小規模な適所介護事業所が適所介護(大規模型・通常規模型〉事業所のサテライ

ト事業所へ移行するに当たっては、一体的なサービス提供の単位として本体事業所

に含めて指定するなど、現行のサテライト事業所の取扱いに従って実施する。

15 

⑨通所介護と新総合事業における通所事業を一体的に実施する揚合の人員等の基準

上の取鍛い

通rJjf)-護事業者自t通所介護及び新総合事業における第号通所事業を、同一の

事業所lこおいて、一体的に実施する場合の人員、設備及び運営の基準lこついては、

適所介護及び介護予防通所介護を一体的に実施する場合の現行の基準に準ずるちの

とする.

⑬夜間及び深夜のサービスを実施する場合の運嘗基準の厳格化

通F府T護事業所の設備を利用レて、介護保陵制度外の夜間及び深夜のサービス〈宿

泊サービス〉を実施している事業所については、届出を求めることとし、事故報告

の仕組みを設けるとともに、情報公表を推進する.

(2)療費週iPJjf)-護

①重度要介護者の療養生活継続lこ資するサービスを提供レている事業所の評価

在宅での重度要介護者の療養生活継続への対応を強化する観点から、複数名での

送迎や入浴の体制を評価するための加算を創設する。

個別送迎体制強佑加算〈新規〉 =今 210単位/日

i※ 算定要件等 i 
o 指定療震i直所介護事業所における2名以上の従事者Iこより、個別lこ送迎を行って i

i いること

o当該偶者のうち惜は、看護師又は准醸師であること。 ! 

入浴介助体制強他加算(新規〉 =今 60単位/白

i※ 算定要件等 i 
o指定療費通所介護事業所における2名以上の偶者により、個別に入浴畑を行 j

i っていること。 i 

o 当該従事者のうち1創立、看護師叉は准看護師であること@ i 
②地域密着型サービスへの移行に係る基準の創設

平成28年度に地鼠密着型サービスへ移行することに伴い、地鼠との連携や運営

の透明性を確保するための運営推進会議の設置など、新たに基準を設けるとともに、

基本報酬の設定については現行の基本報酬を踏襲する。
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③夜間及び深夜のサービスを実施する揚合の運営基準の厳抱佑

療費通所介護事業所の設備を利用レて、介護保陵制度外の夜間及び深夜のサービ

ス(宿泊サービス〉を実施している事業所については、届出を求めることとし、事故

報告の仕組みを設けるとともに、情報公表を推進する.

※ 処遇改善加算の新しい加算率

加算(I):4.0% 

加算(]I):2.2% 

(3)通所リハビリテーション

①基本報酬の見直しと個別リハビリテーション実施加算の包活他

長期間継続して実施される個別リハビリテーションの評価の一部の基本報酬への

包括他も含め、基本報酬を以下の通り見直す。

個別リハビリテーション実施加算

80単位/回

包活{じした基本報酬の設定

短期集中個別リハビリテーション

実施加算として見直し

【倒]通常規模型通所リハビリテーション費(所要時間6時間以上8時間宋満の揚含)

要介護 1 677単位/目 726単位/日

要介護2 829単位/目 ，........1¥ 875単位/白

要介護3 979単位/日 I ¥ 1，022単位/目

要介護4 1，132単位/日 L，/ 1，173単位/目

要介護5 1，283単位/目 1，321単位/日

※ 処遇改善加算の新しい加算率

加算(J):3.4%

加算(1I):1.9% 

② リハビリテーションマネジメジトの強化

適宜適切でより刻果の高いリハビリテーションを実現するために、リハビリテージ

ョン計画書〈犠式〉の充実や計画の策定と活用等のプロセス管理の充実、介護支援専

門員や他のサービス事業所を交えた「リハビリテーション会議」の実施と情報共有の

仕組みの充実を評価する。また、訪問指導等加買は、リハビリテーションマネジメジ

トのプロセスとして体的!こ評価する。
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リハビリテーションマネヲメン卜加算.---1..1)ハピリテーショツマネジメント加算111
230単位/用 230単位/用

h リハビリテーショジマネジメジト加算II!)

(新設) 開始月から6月以内 1，020単位/月

訪問指導等加算

550単位/回(月 1回を限度〉

※ 算定要件等

F開始用から6用超 700単位/用

ゆリハビリーンーン卜

加算111及びII!)に統合する

O リハビリテーションマネジメント加算(1)
次に掲げる基準のいずれにち適合すること。

(1) 遇所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計

画を見直していること。

(2) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚土が、

介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当す

る事業に係る従業者に対し、リハビリテーショジの観点から、日常生活上の留意点、

介護の工夫等の情報を伝達していること。

(3) 新規に通所リハビリテーション計画を作成した剥用者に対して、指定通所リハピ

リテーション事業所の医師又は医師の掲示を受けた理学療法士、作業療法士叉は言

語聴覚士が、当該計画に従い、指定通所リハビリテーシヨジの実施を開始レた白か

ら起算して 1月以内仁、当該利用者の居宅を訪問し、診療、運動機能検査、作業能

力検査等を行っていること。

O リハビリテーションマネジメント加算II!)

次に掲げる基準のいすれにも適合すること。

11 ) リハビリテーション会識を開催し、利用者の状況等に関する情報を、会議の構成

員である医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅介護支援専門員、居宅

サービス計画に位置づけられた指定居宅サービス等の担当者、その他関係者と共有

し、当該リハビリテーション会議の内容を記録すること.

(2) 通所リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説明

し、利用者の同意を得ること。

(3) 通所リハビリテーシヨン計画の作成に当たって、当該計画の同意を得だ日の属

する月から起算して6月以陶の場合にあっては 1月に 1回以上、 6月を超えた甥

合にあっては3周に T回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の

変化仁応じ、通所リハビリテーション計画を見直していること。

(4) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法土、作業療法士、言語聴覚土白t
-一一一一一ーーーーーーーーーーーーーー一一一一一一一一ーーーーーーーーーーーーーー一一一一一一一一ーーーーーーーーーーーーーーーーー一一一一一ー-ーーーーーーーーーーーーー-----ー一一一
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介護支援専門員に対し、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日

常生活上の留意点に関する情報提供を行うこと。

(5) 以下のいすれかに適合すること.

H 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、言語臆覚土が、

指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービス事業に係る従業者と指定通所リ

ハビリテージョンの利用者の居宅を訪問し、当該従業者巴苅し、介護の工夫に関

する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。

口指定週明リハビリテーシヨン事業所の理学療法士、作業療法士、言語聴覚土1J¥

指定通所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問レ、その家族に対し、介護の

工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。

(6) (1)から(5)までに適合することを確認し、記録すること。

③短期集中リハビリテーション実施加算と個別リハビリテーション実施加算の見直し

退院〈所〉後間ちない者に対する易体機能の回復を目的とした短期集中リハビリテー

ション実施加算と易体機能の回復を目的とした個別リハビリテーション実施加買を統合

レ、短期集中個別リハビリテーショジ実施加算として見直す。

退院(所〉日又は認定白から起算して

1用以内 120単位/目

退院(所〉目叉は認定白から起算して

1周超3周以内 60単位/日

個別リハビリテーション実施加算

80単位/固

退院〈所〉目叉は認定白から起算レて

3月以内 110単位/日

O 個別にリハビリテーションを実施すること。

O 認知症短期集中リハビリテーシヨン実施加算叉は生活行為向上リハビリテーショ

ン実施加算を算定している揚合は、算定しない.

O 適所リハ巳リテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算(j)又

はm)を算定していること。

④認知症短期集中リハビリテーシヨンの充実

認知症高齢者には個別のリハビリテーションよりも状況が理解されやすい集団活

動や伺をするのかイメーヲされやすい活動や参加へのアプローチ白噂入レやすいた

め、認知症の状態lこ合わせた効果的な方法や介入頻度・時聞を選択できる新たな報

酬体系を追加する。
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退院(所〉日又は適所開始日から

起算して3月以内 240単位/日

認知症短期集申リ1¥ピリテヲョ、ノ実施加算(!I

退院(所〕日又は通所開始日から

起算して3月以内 240単位/目

〈新設〕

認知症短期集申リ1¥ピ!万世ョフ実施加算(][)

退院(所〉目の翌日の属する月又は

開始月から

起算して3用以内 1.920単位/月

※ 算定要件等 j 

O 認知症短期集中リハビリテーション実施加算(!I

次に掲げる基準のいすれにち適合すること。

(11 1週間に2日を限度として個別にリハビリテーションを実施すること.

(2) 適所リハビリテーション費におけるリハビリテーションマネジメント加算

(1 )叉はm)を算定レていること。

O 認知症短期集中リハビリテーション実施加算m)

次!こ掲げる基準のいずれにも適合すること。

(11 1月lこ4回以上リハビリテーションを実施すること.

(2) リハビリテーションの実施頻度、実施場所及び実施時間等が記載された遇所リ

ハピリテーション計画を作成し、生活機能の向上に資するリハビリテーションを

実施すること。

(3) 遇所リハビリテーション費におけるリハビリテーショツマネジメン卜加算

m)を算定レていること.

O 認知症短期集中リハビリテーシヨジ実施加算(j)と認知症短期集中リハビリテー

ション実施加算m)は、短期集中個別リハビリテーシヨン実施加算又は生活行為向

上リハビリテーション実施加算を算定している場合は、算定しない.

⑤活動と重量加に焦点を当てた新だな評価体系の導入

ADl・ IADL、社会参加などの生活行為の向上に焦点を当てた新reな生活行為向上リ

ハビリテーショジとして、居宅などの実際の生活場面における具体的な指導などにおい

て、訪問と適所を組み合わせること由旬能となるような新たな報酬体系を導入する。

生活行為自上リハビリテーション実施加算〈新設〉

開始月から起算して3月以内の期間に行われた揚合

開始月から起算して3月超6月以内の期間に行われた場合
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i※ 算定要件等

O 指定通所リハビリテーション事業所由t生活行為の内容の充実を図るだめの目標及

び当該目標を踏まえたリハビリテーシヨンの実施内容等をリハビリテーシヨジ実施

計画にあらかじめ定めて、利用者に対してリハビリテーションを計函的に行い、指

定酒所リハビリテーションの利用者の育する能力の向上を支援した揚含には加算す

る。

O 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。

(1) 生活行為の内容の充実を図るための専門的な知識若しくは経験を有する作業療

法士又は生活行為の内容の充実を図るための研修を修了した理学療法士若しくは言

語聴覚土自宅E置されていること。

(2) 生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標を踏まえたりハピリテー

ションの実施頗度、実施場所及び実施時間等が記載されたリハビリテーション実施

計画をあらかじめ定めて、リハビリテーションを提供すること.

(3) 当該計画で定めた指定通所リハビリテーシヨジの実施期間申に指定通所リハピ

リテーションの提供を終了した目前1月以内lこ、リハビリテーション会議を開催し、

リハビリテーションの目標の達成状況及び実施結果を報告すること.

(4) 適所リハビリテーション費にお11るリハビリテーションマネジメジト加算(nli 
を算定していること。 i 

O ただし、短期集中個別リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリテ i
L ーシ主立宗'tll!ibO算を算定している揚合は、ー算竺しない. ー ー j 

⑥生活行為向上リハビリテーショジ実施加算の実施後に遇所リハビリテーションを継

続した甥合の減算(新設〉

生活行為向上リハビリテーションの提供終了後の翌用から6月聞に限り1日につき

所定単位鍛の 1αコ分の 15に相当する単位紋を所定単位数から減算する.

司自 算定要件等 i 
o生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定し、当該加算を算定するために作 i
i 成しだリハビリテーシヨン実施計画書で定めた実施期間の翌月以降に、周 の利用者 i

に対レて、指定通所リハビリテーシヨンを行つ疋場合は、 6周聞に限り減算する。 i 

⑦社会参加を維持できるサービス等へ移行する体制の評価

通所リハビリテーションの利用により ADし・IADLが向上し、社会参加を維持できる

他のサービス等に移行できるなど、質の高い通所リハビリテーシヨジを提供する事業所

の体制を評価する。
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社会参加支援加算(新規〉 =今 12単位/臼

※ 算定要件等

O 指定通所リハビリテーション事業所において、評価対象期間の次の年度内に限り

1日につき 12単位を所定の単位数に加算する。

O 次に婦げる基準のいすれにも適合すること。

(1) 評価対象期間において億定通所リハビリテーションの提供を終了した者〈生活

行為向土リハビリテーショツ実施加算を算定した者を除く。〉のうち、指定通所介

護、指定認知症対応型通所介護、適所事業その他社会参加に資する服組を実施す

る者の占める割合が 100分の5を超えていること。

(2) 評価対象期間中に指定通所リハビリテーシヨジの提供を終了した日から起算

して 14日以降44日以内に、指定通所リハビリテーション事業所の従業者が、

リハビリテーションの提供を終了し疋者に苅レて、その居宅を訪問すること又は

介護支援専門員から居宅サービス計画に関する情報提供を受けることにより、指

定通所介護、指定認知症対応型通所介護、通所事業その他社会参加に資する取組

の実施状況が、居宅訪問等をした白から起算して、 3月以上継続する見込みであ

ることを確認レ、記録していること。

o 12月を当該指定通所リハビリテーション事業所の利用者の平均利用用叡で隠し

て得定数が100分の25以上であること。

⑧重度者対応機能の評価

中重度要介護者を積極的に曳け入れ、在宅生活の継続に資するサービスを提供する

定め、看護職員又は介護職員を指定基準よりち常勤換算方法で1以上加配している事

業所について、加算として評価する.

中重度者ケア体制加算〈新設〉 司 20単位/日

※ 算定要件等

O 指定基準に定められた員数に加え、看護問員又は介護職員を常勤換算方法で 1以

上確保していること。

O 前年度又は算定日が属する周の前3用問の指定通所1)ハピリテーション事業所の

利用者数の総敏のうち、要介護3以上の利用者の占める割合が1αコ分の30以上

であること。

O 指定通所リハビリテーションを行う時間轡を通じて、専ら指定通所リハビリテー

ションの提供に当たる看護職員をT以上確保していること。
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⑨重度額聾管理加算の拡大

重度再賢官管理加算については、要件を見直し、加算の対象者を拡大する.

重度療費E管理加算 司 算定要件の見直し
!※ 算定要件等(変更点のみ5----------------------------------------------------------l

o 対象者を要介護3まで拡大する。
¥._--ーーー田司 F 宇田一一一一一一一一一一一ーーー

(4)遇所系サービス共通(適所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護〉

①送迎時lこおける居宅内介周等の評価

送迎暗に実施しだ居宅内升朗等〈電気の消灯・点灯、着替え、ベッドへの移景、

窓の施錠等〉を通所介護、通所リハビリテーション又は認知症対応型通所介護の所

要時間巴きめることとする。

i※ 算定要件等 | 

o 居宅サービス計画と個別サービス計画に位置位けだ上で実施するちのとレ、所要 1

1 時間に含めること力?できる時間!日O分以内とする

o居宅内介助等を行う者は、介護福祉士、介護職員初任者研修修了者等とする。 ! 

②延長加算の見直し

通所介護等の延長加算l手、実態として遇所介護事業所等の設備を利用して宿泊す

る揚合は算定不司とするとともに、介護者の更なる負担軽減や、仕事と介護の両立

の観点から、更に延長加算の対象範囲を拡大する。

[倒】通所介護にお1-;る延長加算

12時間以上 13時間宋満(新規〉

13時間以上 14時間未満(新規〉

=今

=今

200単位/目

250単位/目

i※算定要件 ! 
o 所要時間7時間以上9時間未満の指定通所介護の前後に日常生活上の世話を行つ i 
た 甥合。:

o 指定通所介護の所要時間と指定通所介護の前後に行った日常生活上の世話の所要 1 
1 時間を通算しだ時聞が9時間以上となるとき。，

③送迎自宅実施されない揚合の評価の見直し

送迎を実施していない揚合(利用者が自ら通う甥合、家族が送迎を行う場合等の

事業所が送迎を実施していない揚合〉は減算の苅象とする。

送迎を行わない場合〈新規〉 =今 ム47単位/片道

23 

4-訪問系・適所系サードヱ#涌

① リハビリテーショツの基本理念

リハビリテーションl立「山畠機能」、「活動」、「参加」などの生活繍能の維持・向上

を図るものでなければならないことについて、訪問・通所リハビリテーションに闘す

る基本方針に規定する〈訪問看護、通所介護、認知症対応哩適所介護ち同様に規定す

る)0

②訪問リハビリテーショツ及E見直所リハビリテーションを同一事業者が握供する揚合

の運営の刻率化

訪問・遇所リハビリテーショツの商サービスを、同一事業者が提供する爆含の運営

の刻率fじを推進するために、リハビリテーシヨジ計画、リハビリテーシヨンに閲する

利用者等の同意書、サービス実施状況の診療記録への記載等を刻果的・刻率的に実施

できるよう基準を見直す.

③ リハビリテーションを提供する事業者に係る運営基準

訪問・通所リハビリテーションを提供する事業者は、介護支援専門員や各指定居宅

サービス事業所の担当者等がリハビリテーシヨジ会議の甥lこ参画レ、リハビリテーシ

ヨジの観点から利用者主体の日常生活に着目した支援方針や目標、計画を共有できる

よう努めることとする。

5-短期入所系サービス

(1)短期入所生活介護

①基本報酬の見直レ

介護老人福祉施設の基本報酬の見直レに併せて、以下のとおり、基本報酬の見直

しを行う.

〈単独型短期入所生活介護費(1) 従来型個室〉

(現行) (27年4月〉

要支握t 486単位/白 461単位/日

要支援2 603単位/日 572単位/日

要介護1 648単位/目 620単位/日

要介護2 719単位/白 687単位/日

要介護3 791単位/日 =今 755単位/日

要介護4 862単位/日 822単位/目
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要介護5 931単位/目 887単位/日

く単独型短期入所生活介護費(II) 多床室〉

(現行〉 (27年4用〉

要支嬢1 524単位/白 495単位/目

要支緩2 652単位/日 615単位/日

要介護1 722単位/巴 687単位/日

要介護2 791単位/日 764単位/日

要介護3 863単位/日 =今 822単位/白

要介護4 932単位/目 889単位/白

要介護5 1.(ゆO単位/日 954単位/白

く併設型短期入所生活介護費(l):従来型個室〉

〈現行〉 (27年4月〉

要支鋸1 458単位/日 433単位/日

要支援2 569単位/日 538単位/白

要介護1 612単位/日 579単位/日

要介護2 683単位/目 646単位/白

要介護3 755単位/目 =今 714単位/白

要介護4 825単位/白 781単位/白

要介護5 895単位/日 646単位/目

く併設型短期入所生活介護費(I!) 多床室〉

〈現行〕 (27年4月〉

要支援1 50呈単位/目 473単位/日

要支援2 617単位/目 581単位/目

要介護1 686単位/日 646単位/日

要介護2 755単位/白 713単位/日

要介護3 826単位/日 =今 781単位/日

要介護4 896単位/目 648単位/白

要介護5 964単位/日 913単位/白

※ 処遇改善加算の新しい加算率

加算 CI):5.9% 

加算(I!): 3.3% 

②緊急短期入所に係る加算の見直レ
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(27年8月〉

460単位/白

573単位/日

640単位/日

707単位/日

=今 775単位/白

642単位/目

回 7単位/目

(27年8月〉

438単位/日

539単位/8

599単位/目

666単位/目

=今 734単位/日

801単位/日

866単位/日

短期入所生活介護において、緊急時の円滑な受入れが促進されるよう、緊急短期

入所に係る加算を見直し、空床確保の体制を静価する緊急短期入所体制確保加算に

ついては、廃止する。

方、居宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない短期入所生活

介護を緊急的に行う揚合を評価する緊急短期入所受入加算については、要件を緩和

するとともに充実を図る。

緊急短期入所体制確保加算 40単位/目

緊急短期入所受入加算 60単位/目

※ 算定要件等

=今

司

廃止

90単位/目

O 利用者の状態や家族等の事情により、介護支媛専門員が、緊急に短期入所生活介護

を受けることが必要と認めた者!こ苅し、居宅サービス計薗!こ位置惜けられていない短
期入所生活介護を緊急に行った場合.

O 緊急短期入所受入加算として短期入所生活介護を行った白から起算レて7日〈利

用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある揚合は、 14
日〕を限度として算定可能。

③緊急時における基準緩和

利用者の状態や家族等の事情により、介護支援専門員が緊急やむを得ないと認め

た場合などの一定の条件下においては、専用の居室以外の静賛室での受入れを司能

とする。

④ ADL・IADLの維持・向上を目的とし疋機能訓練を実施している事業所の評価

事業所が利用者の住まいを訪問して個別の機能訓練計画を作成した上で、専従と

レて配置され定機能訓練指導員が、 ADL・凶OLの維持・向上を目的として実施す

る個別の機能訓練を実施する揚合1<:1立、新たな加算として評価する。

個別機能訓練加算(新規〉 =今 56単位/日

l※ 算定要件等

O 専従の機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等

を1名以上配置していること.
O 機能訓練指導員、看護闘員、介護職員、生活相談員等が共同して、利用者の生活機

能向上に資する個別機能訓練計画を作成していること。

O 個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を

準備し、理学療法士、作業療法土文は言語聴覚士等が、利用者のIs'身の状況に応じた

機能訓練を適切!こ提供していること。

O 機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、計

画的に利用している者に苅レては、その後3月ごとに1回以上、利用者の居宅を訪問

した上で、利用者又はその家族に苅して、機能訓練の内容と個別機能訓練計画の進捗

状況等を説明し、訓練内容の見直し等を行っていること。
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⑤重度者への苅応の強化

重度者の盟加に対応する定め、急変の予測や早期発見等のために看護職員による

定期的な巡視や、主治の医師と連絡1J'取れない等の甥合における対応に係る取決め

を事前に行うなどの要件を満たし、実擦に重度な利用者を受け入れ足場合には、新

たな加算とレて評価する.

医療連携強化加算(新規〉 =今 58単位/日

※ 算定要件等

〈事業所要件〉

以下のいすれ!こち適合すること.

O 看護体制加算(][)を算定していること。

O 急変の予測や早期発見等のため、看護職員による定期的な巡視を行っていること

O 主治の医師と連絡由可取れない等の揚合に備えて、あらかじめ協力医療機関を定め、

緊急やむを得ない場合の対応に係る取り決めを行っていること。

O 急変暗の医療提供の方針について、利用者から合意を得ていること。

〈利用者要件〉

以下のいすれかの状態であること。

O 略額吸引を実施している状態。

O 睡眠煙害等により人工昭吸器を使用している状態。

O 中山静脈注射を実施している状態。

O 人工腎臓を実施している状態。

O 重篤な1邸機能障害、昭吸障害等により常時モニター測定を実施している状態。

O 人工跨脱叉は人工区門の処置を実施している状態。

O 経揖胃管や胃痩等の経腸栄嚢が行われている状態。

O 樗嬉に苅する治療を実施している状態.

O 気管切開が行われている状態。

⑥長期利用者の基本報酬の適正化

長期間の利用者〈自費利用などを挟み実質連綿30日を超える利用者〉について

は、基本報酬の評価を適正化する。

長期利用者に苅する短期入所生活介護(新規) =今 .d.30単位/目

[友重注言語証言一ー一回一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一i
o 連続して30日を超えて聞 の指定短期入所生活介護事業所に入所(指定居宅サー i

i ピス基準に掲げる設備及び備晶を利用した指定短期入所生活介護以外のサービスに i 
' よるものを含む。〉している甥合であって、指定短期入所生活介護を受けている利用 i
し一貫5EKL-f壁塑聖位j研主E監理琴?主亨f場会
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⑦緊急時における短期利用や宿泊二一ズへの対応

基準該当短期入所生活介護の握供について、一定の条件下において、専用の居室

以外の静養室等での実施を可能とする。また、小規模多機能型居宅介護事業所に併

設レて実施することを可能といその揚合には、浴室・トイレ等について共用を可

能とする.

さらに、小規模多機能型居宅介護及び複合型サービス(看護小規模多機能型居宅

介護〉の宿泊室に空床がある甥合には、重録定員に空きがある甥合であって、緊急

やむを得ない場合など一定の条件下において、登録音以外の短期利用を司能とする。

【倒】小規模多機能型居宅介護費

短期利用居宅介護費(新規〉

※ 算定要件等〈短期利用居宅介護費〉

O 登録音の叡自室録定員来満であること固

=今 要介護1 565単位/目

要介護2 632単位/日

要介護3 700単位/白

要介護4 767単位/目

要介護5 832単位/巴

O 利用者の状態や利用者の家篠等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援

専門員が、緊急に利用することが必要と認め疋爆含であって、指定小規模多機能型居

宅介護事業所の介護支援専門員力t当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録音

に対する指定小規模多機能型リ居宅介護の提供E支障自宅ないと認めた揚合であること。

O 利用の開始に当たって、あらかじめ7日以内(利用者の日常生活上の世話を行う家

族の疾病等やむを得ない事情がある揚合は 14日以内〉の利周期間を定めること。

O 指定小規模多機能型リ居宅介護等が鍵供するサービス握供が過少である揚合の減算

を受けていないこと。

O 娼定基準に定める従業者の員数を置いていること.

(2)短期入所療麓介護

①基本報酬の見直レ

介護保健施設サービス費等の見直しに伴い、以下のとおり、基本報酬の見直しを行う。
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[倒]介護老人保健施設短期入所療費介護費(I)のうち通常型(多床室〉

く通常型〈多床室)> 
要介護度1 831単位/白 要介護度1 823単位/目

要介護度2 879単位/白 要介護度2 871単位/目

要介護度3 942単位/目 =今 要介護度3 932単位/日

要介護度4 996単位/日 要介護度4 983単位/巴

要介護度5 1.049単位/白 要介護度5 1.036単位/白

※ 処遇改善加算の加算率

(介護老人保健施設) (病院・診療所〕

加算(I):2.7% 加算 0): 2.0% 

加算(IO:1.5% 加算(IO: 1.1% 

② リハビリテーションの評価の見直し

介護老人保健施設における短期入所療費介護において、算定率の高いリハビリテ

ーション機能強化加算を基本サービス費に包括化する。ま疋、当該加算の要件のう

ち、個別リハビリテーション計画の策定については、個別リハビリテーション実施

加算の要件に位置づけるa

リハビリテーション機能強化加算

30単位/日

=今 基本サービス賛に包括化

i※ 算定要件等(個別リハビリテーション実施加算の要件)

o 指定短期入所療費介護事業所の医師、看護職員、理学療法土、作業療法士、言語臆』

i 覚土等が共同して利用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成し、当該リハビリ

i テーシヨン計画に基づき、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は

4 言語随覚土が個別リハビリテーションを行った揚合は、個別リハビリテーシヨン実施

! 加算とレて、 1自につき240単位を所定単位数!こ加算する.

6.特定自恒常入居者生活介護{旭国溜着型・介護予防を含む】

① 要支獲2の基本報酬の見直し及び基本単位の見直し【地鼠密着型・介護予防を含む】

特定施設の入居者の平均要介護度が上昇傾向にあることを踏まえ、サービス提供体

制強化加算及び寝知症専門ケア加算の創設仁よる重度化への苅応を行う 万一介護職

員・看護職員の配置基準については、要支援Tの基準 (10:オ〉を参警に、要支援2

の基準 (3・1)を見直す。また、基本報酬については、この見直しに合わせて、要

支援2の基本報酬の評咽を含めて、以下のように見直す.
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要支援1 197単位/日 =今 179単位/日

要支援2 456単位/日 司 308単位/日

要介護1
564単位/日

562単位/日
=今 533単位/目

632単位/日
要介護2 =今 597単位/目

631単位/日

要介護3
705単位/白

666単位/目=今
703単位/日

要介護4
773単位/日

730単位/白=今
771単位/日

844単位/白
要介護5 =今 798単位/目

842単位/白

※要介護について、上段は居宅サービス、下段は地鼠密着型サービス

※ 処遇改善加算の加算率

加算 0):6.1% 

加算(1I): 3.4% 

②サービス握供体制強化加算の創設【地I量密着型・介護予防を2む】

介護老人福祉施設の入所者が原則として要介護3以上の者に限定される制度改正が

行われたことに伴い、要介護3未満の高齢者が要介護状態に関わらす入居できる有料

老人ホーム等を選択するなど、特定施設の役割が広大することが見込まれているため、

状態が軽い段階で入居した特定施設の入居者が重度他し疋場合でち、引き続き、当該

施設においてサービスを提供し続けるための手厚い介護体制の確保を推進する観点か

ら、サービス提供体制強化加算を創設する.

(j)イ (新規〉 司 18単位/目

(1 )口

(l!) 

(m) 

(新規〉

(新規〉

(新規〉
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司

=今

=今

12単位/日

6単位/白

6単位/日



※ 算定要件等

O 介護福祉士による強化① (1 )イ

介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が1αコ分の60以上であるこ

と。

O 介護福祉士による強佑② (])ロ

・介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が1αコ分の50以上であるこ

と。

O常動職員による強化 (]]) 

・看護・介護職員の総数のうち、常勤闘員の占める割合が1αコ分の75以上であ

ること。

O 長期動続職員による強佑 (ill) 

・特定施設入居者生活介護を入居者に直援提供する臓員の総叡のうち、勤続年数3;

年以上の者の占める割合が1αコ分の30以上であること。

③認知症専門ケア加算の創設[地鼠密着型・介護予防を含む]

認知症高齢者の増加に苅する評価を高め、積極的な受入れを促進する観点から、他

のサービスにおいて認知症高齢者への対府に係る加算制度が設けられていることにか

んがみ、認知症専門ケア加算を創設する。

〈現行〕

(]) (新規〉

(]]) c新規〉
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司

=今

〈新〉

3単位/日

4単位/日

※ 算定要件等

(1) 専門的な研修による強化 0)
事業所における利用者の総数のうち、「日常生活に支障を来すおそれのある症状又

は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者(以下「対象者」というo)J

の占める割合が2分の1以上であること。

「認知症介護に係る専門的な研修」を終了している者を、以下のとおり配置し、チ

ームとして専門的な認知症ケ?を実施していること.

①対象者の数が20人未満 1以上

②苅象者の数が20人以上 1に、当該苅象者の数が 19を超えて 10又はその

端数を増すごとに1を加えて得託銀以上

・当該事業所の従業者に対して、認知慌ケアに関する留意事項の伝達叉は技術的指導

に係る会議を定期的に開催していること。

(2)指導に係る専門的な研修による強化 CU)
(1)の基準のいすれにも適合すること.

「認知症介護の指導に係る専門的な研修」を終了している者を1名以上配置し、事

業所全体の認知症ケアの指導等を実施していること。

・当該事業所における看護・介護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、

当該計画に従い、研修を実施叉は実施を予定していること。

④看限り介護加算の充実[地鼠密筆型を含む】

看取り介護加算については、入居者及びその家族等の意向を尊重しつつ、看取りに

関する理解の促進を図り、特定施設入居者生活介護における看取り介護の質を向上さ

せるため、看取り介護の体制構築・強{じを PDCAサイクルにより推進することを要

件として、死亡日以前4日以上30日以下における手厚い看取り介護の実施を図る。

〔現行) C新〉

死亡日以前4日以上30日以下 80単位/日司 144単位/目

なお、死亡日の前日及び前尽日・死亡自については、現行と同様
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i※ 算定要件等(変更点に係る部分を抜粋。)

(施設基準)

O 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指 i

針の内容を説明し、同意を得ていること。

O 医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の蓄による協議の上、当

該特定施設における奮取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の見直しを

行うこと.

O 看取りに関する職員研修を行っていること.

(利用者基準〉

O 医師、看護職員、介護支媛専門員その他の職種の者(以下この号において「医師等J

という。〉が共同で作成した利用者の介護に係る計画について、医師等のうちその内

容に応じた適当な者から説明を受17、当該計画について同意している者(その家族等

が説明を浸けた土で、同意している者をさむ0)であること。

O 看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等!こ応じ随時、医師等

の相宣の連携の下、介護記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護についての

説明を受け、同意した上で介護を受けている者(その家族等が説明を受け、同意した

上で介護を受けている者を含む。〉であること。

⑤短期利用の要件緩和【地域密着型を含む】

空き部屋を活用しだ短期利用!こついては、都市部などの限られ定資源を育刻に活用

しつつ、地鼠における高齢者の一時的な利用の円滑化を図るため、経験年数について

は複数の施設を運曽する甥合等を想定して事業者としての経験を評価する方式とする

ように要件を見直すととちに、本来入居者の入居率を 80%以よ確保するという要件

を蝕廃する.

⑥浩定代理受領の同意書の廃止【地鼠密着型・介護予防を含む】

事業者が介護報酬を代理受領する要件として、有料老人ホームのみ、国民健康保験

団体連合会に対して入居者による同意書を提出することが義務づけられているが、老

人福祉法の改正により、前払金を受領する場合は、その算定根拠を書面で明らかにす

ること力守義務づけられていることがら、この要件を撤廃する。
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⑦養護老人ホームにおけるサービス提供のあり方の見直し[介護予防をきむ]

養護老人ホ-b.について、個別に要介護者に苅して委託による訪問介護等を提供す

る外部サービス利用型だけではなく、施設自体に介護職員等を配置することで多くの

要介護者に対して苅率的にサービスを提供すること力匂能な一般型とすること力?でき

ることとする。

7 語字l十周昆貸与・特炉福付岡墨lIi者

①複数の福祉用具を貸与する甥合の価絡の適正化

福祉用具の貸与価指!こついて、複数の福祉用具を貸与する揚合は、給惜の刻率{じ・

適正化の観点から、予め都道府県等に減額の規程を届け出ることにより、通常の貸与

価格から減額して貸与することを可能とする。

!※算定要件等 i 
! 0 蛮更無レ

②福祉用具専門相談員の資質の向上

福祉用具専門相談員の指定講習内容の見直しを踏まえ、現に従事している福祉用具

専門相談員について、福祉用具貸与(販売)に関する脳要な知識の修得及び能力の向

よといった自己研績に常に努めることとする.

8 地域密着型サービス

(1)定期巡回・随時対応型訪問介護看護

①基本報酬の見直し

以下のとおり、基本報酬の見直しを行う.

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(j)(訪問看護サービスを行わない揚合)

及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 (n)

要介護1 6.707単位/月 要介護オ 5.658単位/周

要介護2 11.182単位/月 要介護2 10.100単位/月

要介護3 17.9αコ単位/月 =今 要介護3 16.769単位/月

要介護4 22.375単位/周 要介護4 21.212単位/用

要介護5 26.850単位/月 要介護5 25.654単位/用
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 0)(訪問看護サービスを行う甥合〉

要介護1 9，323単位/月 要介護1 8，255単位/月

要介護2 13，999単位/月 要介護2 12，897単位/月

要介護3 20，838単位/周 =今 要介護3 19，686単位/月

要介護4 25，454単位/用 要介護4 24.268単位/月

要介護5 30，623単位/月 要介護5 29，399単位/用

※ 介護職員処遇政善加算の新しい加算率

加算 0):8.6% 

加算(][)・ 4.8%

②訪問看護サービスの提供体制の見直し

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のうち一体型事業所における訪問看護

サービスの一部について、他の訪問看護事業所との契約lこ基づき、当該訪問看護事

業所に行わせることを司能とする。

③通所サービス利用時の減算の改善

遇所介護等の利用日における定期巡回・随時対応型訪問介護看護費の減算につい

て見直しを行う.

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 CI)(訪問看護サービスを行わない揚合〉

及び定期巡回・随時苅応型訪問介護看護費(][)

(1日当たり減算単位数)

要介護1 .d.146単位 =今 要介護1 .d.62単位

要介護2 .d.243単位 =今 要介護2 .d.111単位

要介護3 .d.389単位 =今 要介護3 .d.184単位

要介護4 .d.486単位 =今 要介護4 .d.233単位

要介護5 .d.583単位 =今 要介護5 .d.281単位

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(J)(訪問看護サ」ピスを行う傷合〉

(1日当たり減算単位数〉

要介護1 .d.202単位 司 要介護1 ム91単位

要介護2 ム304単位 =今 要介護2 .d.141単位

要介護3 .d.452単位 =今 要介護3 .d.216単位

要介護4 .d.553単位 =今 要介護4 .d.266単位

要介護5 .d.665単位 =今 要介護5 .d.322単位
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④オペレーターの配置基準等の緩和

夜間から阜朝まで(午後6暗から午前8時まで〉の聞にオペレーターとして充て

ることわ?できる施設・事業所の範囲として、「同一敷地内又は隣銭する施設・事業所」

を追加する。あわせて、複数の事業所の機能を集約し、通報を受け他ける業務形態

の規定を緩和する。

⑤介護・医療連携推進会議及び外部評価の期率化

介護・医療連燐推進会議と外部評価は、ともlこ「第三者による評価」という共通

の目的であることを踏まえ、事業所が引き続き、自らその提供するサービスの質の

評価(自己評価〉を行い、これを市町村や地獄包活支媛センター等の公正・中立な

立場にある第三者が出席する介護・医療連携推進会議に報告した上で公表する仕組

みとする。

⑥同一建物に居住する者へのサービス僅供に係る評価の見直し

事業所と伺ー敷地内又は隣撞する敷地内の建物(養護老人ホーム、軽費老人ホー

ム、有料老人ホーム、サービス柑き高齢者向け住宅C限る.)1.ご居住する利用者に苅

し、サービスを提供する揚含の評価を適正化する。

同一建物巴苅する減算(新規)今 .d.6αコ単位/月

採算定要件等

O 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内

の建物(養護老人ホーム、軽費者人ホーム、有料老人ホーム、サービス柑き高齢者向

け住宅!こ限る。 )1こ居住する利用者!こ苅し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

を行った場合。

(2)小規撲多機能型居宅介護

①基本報酬の適正也(同一建物!こ居住する者へのサービス提供に係る評価の見直レ

を含む〉

基本報酬の見直しを行うとともに、サービスの提供実態を踏まえ、事業所と同一

建物(費護老人ホーム、軽費者人ホーム、有料老人ホーム、サービス紺き高齢者向

け住宅に限る。〉に居住する利用者に対してサービスを行う揚合の基本報酬を設定す

る。
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介護予防小規模多機能型居宅介護費

要支援1 4.498単位/用

要支援2 8.047単位/月

小規模多機能型居宅介護費

=今

介護予防小規模多機能型居宅介護費

11 )同一建物居住吉以外の登録者に

対して行う揚合

要支媛1 3.403単位/月

要支援2 6目877単位/月

(2)同一建物居住者に対して行う揚合

要支援1 3.066単位/月

要支援2 6.196単位/月

小規模多機能型居宅介護費

(1)同一建物居住者以外の霊録音に

対して行う甥合

要介護1 11.505単位/月

要介護2 16.432単位/月

要介護3 23.439単位/月

要介護4 25.765単位/月

要介護5 28.305単位/月

司

要介護1 10.320単位/月

要介護2 15.167単位/用

要介護3 22.062単位/月

要介護4 24.350単位/用

要介護5 26.849単位/月

※ 介護職員処遇改善加算の新しい加算率

加算(1)・ 7.6%

加算 (II):4.2% 

②訪問サービスの機能強化

(2)同一建物居住者に対して行う揚含

要介護1 9.298単位/月

要介護2 13.665単位/月

要介護3 19.878単位/月

要介護4 21.939単位/月

要介護5 24.パ91単位/月

訪問サービスを積極的に提供する体制として、訪問を担当する従業者を一定程度

配置レ、 1見あたり延べ訪問回数が一定数以上の事業所を評価しだ加算を設けると

とも!こ、利用者の在宅生活を継続するための支援を強化する観点から、当該加算に

ついては区分支給限度基準額の算定に含めないこととする。

訪問体制強化加算(新規〉 司 tα)Q単位/月
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※ 算定要件等

O 指定小規模多機能型居宅介護事業所が握供する訪問サービスを担当する常勤の従

業者を2名以上配置していること.

O 指定小規模多機能型居宅介護事業所が混供する訪問サービスの算定月における鑓

供田敏について、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における延べ訪問団獄が

1用あたり 200回以主であること。

O 指定小規模多機能型居宅介護事業所の所在する建物と閏ーの建物に集合住宅{賛

護老人ホーム、軽費者人ホーム、有料老人ホーム、サービス怖さ高齢者向け住宅に

限る。)を併設する場合1<1:、登録者の総叡のうち小規模多機能型居宅介護費の周一建

物居住者以外の登録音に対して行う揚含(同一建物居住者以外の登録音に対して行

う揚合)を算定する奮の占める割合が 100分の 50以よであって、かつ、これを

算定する登録音に対する延べ訪問回数が1用あたり 200回以上であること。
一一..'

③登録定員等の緩和

小規模多機能型居宅介護の登録定員を29人以下とする.あわせて、登録定員が

26人以上 29人以下の指定小規模多機能型居宅介護事業所について、当該事業所

の居間及び食堂を合計した面積が、「利用者の処遇に支障がないと認められる広さが

確保されている場合」には、遇いサービスに係る利用定員を 18人以下とすること

を可能とする。

④看取り期における評価の充実

看取り期における評価とレて、看護師により 24時間連絡できる体制を確保して

いること、看取り期における苅応方針を定め、利用開始の際に登録音又はその家族

等に対して、当該対応方針の内容を説明を行う揚含等についての評価を行う.

看取り連携体制加算(新規) =今 64単位/日

i※ 算定要件等

(利用者の基準〉

〈死亡日から死亡目前30日以下まで〉

o 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した

者であること。

O 香取り期における対応方針に基づき、入所者の状態又は家族の求め等に応じ、介

護服員、看護職員等から介護記録等入所者に閲する記録を活用しAわれるサービス

についての説明を受け、同意した上でサービスを受11ている者であること。

，ーーーーーーーーーーーーー一一一回ーーーーーーーーーーーーーー一一一ーーーーーーーーーー-----一一一一一ーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一一一ーーーーーーーーーーーーーー
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(施設基準〉

O 看護職員配置加算(1)(常勤の看護師を1名以上配置〉を取得していること.

O 看護師との24時間連絡体制力T確保されていること。

O 看取り期における対応方針を定め、入所の阪に、入所者叉はその家族等に対して、

説明し同意を得ていること。

⑤運営推進会議及び外部評価の効率他

運営縫進会議と外部評価は、とちに「第三者lこよる評価」という共通の目的を有

することを踏まえ、事業所が引き続き、自らその提供するサービスの質の評価(自

己評価〉を行い、これを市町村や地鼠包括支援センター等の公正・中立な立場にあ

る第三者が出席する運嘗推進会議に報告しだ上で公表する仕組みとする。

⑥看護職員の配置要件、他の訪問看護事業所等との連携

小規模多機能型居宅介護事業所の看護職員が兼務司能な施設・事業所の騎固とし

て「同一敷地内又は隣接する施設・事業所」を追加する。ま定、兼務可能な施設・

事業所の種目Hとして、介護老人福祉施設や介護老人保健施設等を加える。

人材確保の観点から、看護鴎員配置加算について、看護職員を常勤換算方法で1

以上配置する揚合について評価を行う.

看護澗員配置加算(][) (新規〕 司 480単位/月

※ 算定要件等 i 
O 看護職員を常勤換算方法で1名以上配置していること。 i 
O 定員超過利用、人員騨欠如に該当していないこと。 ! 
(注〉看護職員配置加算(1)， (II)、(][)のうち複数を算定宮ることはできないこ i
と 。!

⑦地鼠との連擦の推進

小規模多機能型居宅介護事業所と同一敷地内に併設する事業所由噺総合事業を行

う場合について、利用者の処遇に支輝がないことを前提に、小規模多機能型居宅介

護事業所の管理者が、新総合事業の訪問裂サービスや遁所型サービス等の職務と兼

務することを可能とするとともに、事業所の設備〈居間及び食堂を隊<)について、

新総合事業の訪問型サービスや適所型サービス等との共用を可能とする。
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@同建物に居住する者へのサービス提供に係る評価の見直し

小規模多樹能型居宅介護事業所と同一建物〈養護老人ホーム、経費者人ホーム、

有料老人ホーム、サービス伺き高齢者向け住宅に限る。〕に居住する利用者に対して

サービスを行う場合の基本報酬を段定する。

(算定構造のみ(具体的な単位数は①に記載))

介護予防小規模多機能型居宅の護費司

小規模多機能型居宅介護費 =今

※ 算定要件等

介護予防小規模多機能型居宅介護費

(1)間建物居住者以外の登録音に

対して行う場合

(2)閤ー建物居住吉に対して行う場合

小規模多様能型居宅介護費

(1)同一建物居住者以外の登録音に

対して行う揚合

(2)同建物居住者に対して行う揚合

[同建物居住者以外の霊録音に対して行う揚合】

O 小規模多機能型居宅介護の利用者が、当該小規模多機能型居宅介護事業所と同一

建物(鍾護老人ホーム、軽費者人ホーム、有料老人ホーム、サービス柑き高齢者向

け住宅に限る0)以外の建物に居住する場合

【同一建物居住者に苅して行う露合]

O 小規模多機能型居宅介護の利用者が、当該小規模多機能型居宅介護事業所と同一

建物〈建物の定義は同上。〉仁居住する場合

⑨事業開始時支緩加算の見直し

事業開始時支援加算については、平成26年度末までの経過錨置であることから、

現に定めるとおり、廃止する.

事業開始時支援加算 500単位/月 =今 廃止

⑩認知症対応型共同生活介護事業所との併設型における夜間の職員配置の緩和

小規模多機能型居宅介護事業所と認知症対応型共同生活介護事業所が併設してい

る揚合について、入居者の処遇に影響がないことを前握に、小規模多機能型居宅介

護事業所の泊まり定員と認知症対応型共同生活介護事業所の1ユ二ツトあ定りの定

員の合計が9名以内であり、かつ、両者が同一階に隣接している場合には、夜間の

職員配置について兼務を可能とすること.
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⑪小規模多機能型居宅介護と広鼠型特別賞護老人ホームとの併設

小規模多機能型居宅介護事業所と広域型の特別賞護老人ホームなどの社会福祉施

設や介護老人保健施設との併設について、小規模多機能型居宅介護事業所の構造や

運営状況等を踏まえだ上で、市町柑が個別に併設の可否を判断できるように見直す。

⑫申山間地境等における小規模多機能型居宅介護の推進

申山間地鼠等に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて小

規模多機能型居宅介謹を提供する場合は、新疋な加算として評価する.

(新規) ~今 所定単位数の 100分の5に相当する単位叡を加算

!※ 算定要件等

o 指定小規模多機能型居宅介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める地鼠!こ居住レ

i ている利用者に苅して、通常の事業の実施地域を越えて、指定小規模多機能型居宅

' 介護を行つだ場合

(※1)別に厚生笥働穴臣が定める地盤革

①離島振興対策実施地域/②奄美群島/③豪雪地帯及び特別豪雪地帯/④辺地/⑤

振興山柑/⑥小笠原諸島/⑦半島娠興対策実施地域/⑧特定農山村地鼠/⑨過疎地

域/⑬沖縄の離島

(3)複合型サービス〈改定後の名称は「看護小規模多機能型居宅介護J)

①看護体制の機能に伴う評価の見直じ

提供される看護の実績や利用者の重度化を踏まえた看護提供体制を評価した加算

と減算を設けるとともに、利用者の在宅生活を継続する観点から、利用者の医療ニ

ーズに重点的な対応をしている事業所に係る当該加算については、区分支給限度基

準額の算定に含めないこととする。

訪問看護体制強佑加算(新規〉 =今 2.500単位/用
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※ 算定要件等

O次に掲げる基準のいすれにち適合すること。

(1) 算定日が属する月の前3月において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所lこお

ける利用者の総数のうち、主治の医師の指示に基づく看護サービスを提供しだ利用者

の占める割合が1α3分の80以上であること.

位) 算定日が属する月の前3月において、指定看護IJI規模多機能型居宅介護事業所にお

ける利用者の総数のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が 100

分の50以土であること。

(3) 算定目が属する周の前3用において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にお l

ける利用者の総数のうち、特別管理加算を算定レ足利用者の占める割合が1αコ分の 1 

20以上であること。 i 

訪問看護体制減算(新規〉 司 要介護1~3 1:;. 925単位

※ 算定要件等

要介護4

要介護5

O次に掲げる基準のいずれにち適合すること。

ム1，850単位

1:;.2，914単位

(1) 算定日が属する月の前3用において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

おける利用者の総数のうち、主治の医師の指示に基づく雪護サービスを提供した利用

者の占める割合が 100分の30未満であること。

(2) 算定日が属する月の前3月lこおいて、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所!こ

おける利用者の総叡のうち、緊急時訪問看護加算を算定し定利用者の占める割合が

1αコ分の30未満であること.

(3) 算定日が属する月の前3月において、指定警護小規模多機能型居宅介護事業所に

おける利用者の総裁のうち、特別管理加算を算定した利用者の占める割合が1αコ分

の5未満であること。

② 同一建物に居住する者へのサービス握供!こ係る評価の見直し

サービスの提供実態を踏まえ、事業所と周一建物〈麓護老人ホーム、軽費者人ホ

ーム、有料老人ホーム、サービス紺き高齢者向け住宅に限る。)1，こ居住する利用者に

苅してサービスを行う揚含の基本報酬を設定する。
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複合型サービス費 複合型サービス費

看護小規模多機能型居宅介護費 (1月につき〉

(1)同一建物居住者以外の登録音に対して行う埠合

要介護1 13，341単位

サ
要介護1 12，341単位

要介護2 18，268単位 要介護2 17，268単位

要介護3 25，274単位 要介護3 24，274単位

要介護4 28，531単位 要介護4 27，531単位

要介護5 32.141単位 要介護5 31，141単位

(2)同一建物居住の宣録音に苅レて行う揚合

要介護1 11，119単位

要介護2 15，558単位

要介護3 21，871単位

要介護4 24，805単位

要介護5 28，058単位

※介護職員処遇政善加算の新しい加算率

加算 0):7.6% 

加算C!D:4.2% 

※ 算定要件等

O 同建物居住者以外の宣録音に苅して行う揚合

看護小規模多機能型居宅介護の霊録音が、当該看護小規模多様能型居宅介護事業

所と同一建物〈費護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付

き高齢者向け住宅に限る。〉以外の建物!こ居住する揚合

O 同一建物居住の登録音に対レて行う揚合

看護小規模多機能型居宅介護の登録音白t当該看護小規模多機能型居宅介護事業

所と同一建物(建物の定義は同上0)に居住する揚合

③霊録定員等の緩和

看護小規模多機能型居宅介護の登録定員を29人以下とする。あわせて、登録定

員が26人以上 29人以下の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所について、当

該事業所の居間及び食堂を合計した面積が、「利用者の処遇に支障がないと認められ

る広さ力守確保されている場合Jには、通いサービスに係る利用定員を 18人以下と

することを可能とする.

④運営推進会議及び外部評価の苅率化

運営推進会議と外部評価は、ともに「第三者による評価」という共通の目的を有
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することを踏まえ、事業所が引き続き、自らその提供するサービスの質の評価(自

己評価〉を行い、これを市町柑や地鋸包括支援センター等の公正・申立な立場にあ

る第三者が出席する運営推進会議に報告した上で公表する仕組みとする。

⑤サービス名称の変更

サービスの普及lこ向けた取組の一環として、サービス内容が具体的lこイメージで

きる「看護小規模多機能型リ居宅介護」に改称する。

⑥事業開始時支援加算の延長

今後ち更なる整備促進を図る観点がら、平成29年度末まで延長する.

(4) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び複合型サービス

(看護小規模多機能型居宅介護〉共通事項

①総合マネジメント体制強1t加算の創設等

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型リ居宅介護及び複合型サービ

ス(看護小規模多機能型居宅介護〉を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の

状態を確認しつつ、 体的なサービスを適倍・適切に提供するため、利用者の生活

全般に着目し、日頃から主治医や看護師、他の従業者といつだ多機な主体との意思

疎通等を図り、適切に連携するための体制幡築に取り組むなどの積極的な体制整備

について評価を行う.当該加算については区分支給限度基準額の算定にきめないこ

ととする。

総合マネジメント体制強化加算 1，0∞単位/月〈※〉

(※〉定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模

多様能型居宅介護共通

i※ 算定要件等 i 

O 次!こ掲げる基準のいすれにも適合すること。(定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小

規模書機能型居宅介護、看護小綿慎吾機能型居宅介護共通)

(1) 個別サービス計画について、利用者のl白身の状況や家族を取り巻く環焼の変化

を踏まえ、介護職員や看護職員等の多職種協働により、随時適切に見直しを行っ

ていること。

(2) 各サービスの特性に応じて、「病院又は診療所等!こ対レ、日常的に、情報提供

等を行っているJ(定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅

介護〉、「地闘における活動への参加の機会力可E保されているJ(小規模多機能型居

宅介護、看護小規模多機能型居宅介護)ことなどを要件としている.
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(5)認知症対応型共同生活介護

①基本報酬の見直レ

以下のとおり、基本報酬の見直しを行う.

[例] 認知症対応型共同生活介護費([)1ユ=ッ卜

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

〈現行) (改定案〕

805単位/日

843単位/日

868単位/日

886単位/目

759単位/目

795単位/白

司 818単位/目

835単位/日

要介護5 904単位/日 852単位/目

認知症対応型共同色百T護費(jD2ユニット以上

(現行) (改定案〉

要介護1 792単位/目 747単位/目

要介護2 830単位/日 782単位/白

要介護3 855単位/白 =今 806単位/日

要介護4 872単位/日 822単位/白

要介護5 890単位/日 838単位/臼

介護予防認知症対応型共同生活介護費 0)1ユニット

〈現行) (改定案〉

要支援2 801単位/日 司 755単位/日

介護予防認知症対応型共同生活介護費(]I)2ユニット以土

〈現行) (政定案)

要支援2 788単位/臼 司 743単位/日

※ 介護蛾員処遇改善加算の新レい加算率

加算 0):8.3% 

加算(1I): 4.6% 

②夜間の支援体制の充実

夜間!こおける利用者の安全確保の強他を更に推進する観点から、事業所における

夜間勤務体制の実態を踏まえ、現在は評価の対象となっていない宿直臓員による夜

間の加配を新定に評価するだめ、「夜間支握体制加算」を創設する.

(新設〉 =今
夜間支援体制加算 0)1ユ=ット 50単位/日

夜間支援体制加算(1I)2ユ=ット以上 25単位/日

注〕現行の夜間ケア加算は廃立する。
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|※ 算定要件等

I 0 夜間及び深渡の時間帯を通じて介護服員を1ユニット 1名配置することに加えて、

| 夜動を行う介護従業者叉は宿直勤時を行う蓄を 1名以上配置すること。

③看取り介護加虜の充実

看取り介護加算について本利用者及びその家族等の意向を尊重しつつ、看取りに

関する理解の促進を図り、認知症対応型共同生活介護事業所における香取り介護の質

を向上させる定め、看取り介護の体制構築・強出を PDCAサイクルにより推進する

ことを要件として、死亡日以前4日以上30目以下における手厚い看取り介護の実施

を図る.

〈現行) (新〉

死亡日以前4日以上30日以下 80単位/目司 144単位/固

なお、死亡日の前日及び前々日・死亡日については、現行と同権

※ 算定要件等(変更点に係る部分を指粋。〕

〈施設基準〉

O 看取りに関する指針を定め、入居の際に、利用者叉はその家族等に苅して、当該指針

の内容を説明し、同意を得ていること.

O 医師、看護服員、介護職員、介護支療専門員その他の職種の者による協議の上、当該 i
特定施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに闘する指針の見直しを行う!

こと。 I

O 書取りに闘する臨員研修を行っていること。 I

(利用者基準〉

O 医師、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者〈以下この号において「医師等」

という。〉が共同で作成しだ利用者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容!こ

応じた適当な者から説明を受11、当該計画について同意している者〈その家族等が説明を

受11た上で、同意している者を富む。〉であること。

O 看取りに関する指針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の

相Eの連携の下、介護記録等利用者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を

受け、同意した上で介護を受けている者(その家族等が説明を受11、同意しだ上で介護を

受けている奮をさむ。〉であること.
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④ユニット数の見直し

認知症対応型共同生活介護事業者が知率的にサービスを提供できるよう、現行で

は r1又は2Jと規定されているユニット数の標準について、新たな用地確保が困

難である等の事情がある揚合には3ユニットまで差し支えないことを明確化する.

⑤同一建物に併設できる施設・事業所の範囲の男直レ

認知症対応型共同生活介護事業所を広域型持別養護老人ホーム、介護老人保健施

設等と同建物に併設することについては、家庭的な環焼と地域住民との交流の下、

認知症対応型共同生活介護が適切lこ提供されるものと認められる甥合には、併設を

司能とする.

(6)認知症苅応型通所介護

①基本報酬の見直し

以下のとおり、基本報酬の見直しを行う.

【倒]認知嵯対応型通所介護費(i )単独型の場合

〈所要時間7時間以上9時間未満の揚合〉

要介護1 1.036単位/日

要介護2 1.148単位/日

要介護3 1.261単位/日

要介護4 1.374単位/目

要介護5 1.486単位/日

=今

認知曜苅応型通所介護費 (ii)併設型の渇合

(所要時間7時間以上9時間未満の場合〉

要介護1 930単位/日

要介護2 1.030単位/日

要介護3 1.131単位/日 =今

要介護4 1.232単位/白

要介護5 1.332単位/目

要介護1 985単位/日

要介護2 1正沿2単位/日

要介護3 1.199単位/目

要介護4 1.307単位/白

要介護5 1.414単位/目

要介護1 885単位/目

要介護2 980単位/目

要介護3 1.076単位/白

要介護4 1.172単位/日

要介護5 七267単位/巴

定だし、共用型指定認知症苅応型通所介護については事業の実施状況等を勘案し、

信え置くこととする。

※ 介護閣員処遇改善加算の新レい加算率

加算(I):6.8% 

加算 (II): 3.8% 
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②利用定員の見直し

共用型認知症対応型通所介護の利用定員について、認知症対応型共同生活介護事

業所が認知症ケ?の拠点として犠珂な機能を発揮することを促進する観点から、r1

ユニット3人以下」に見直す。

③運嘗挺進会議の設置

地域との連携や運営の透明性を確保するため、平成28年度から「運営提造会議」

の設置を義務づけるなど、地域密着型通pJi11'護の新たな基準を踏まえ、地域との連

携等に関する規定!こついて所要の基準改正を行う.

④夜間及び深夜のサービスを実施する場合の運営基準の厳格化

認知症対応型通所介護事業所の設備を利用して、介護保験制度外の夜間及び深夜

のサービス(宿泊サービス〉を実施している事業所については、届出を求めること

とし、事故報告の仕組みを設けるととも巴、情報公表を推進する.

(7)地域密着型介護老人福紐施設入所者生活介護

①サテライト型特質の本体施設に係る要件の緩和

サテライト型地鼠密着型介護老人福祉施設の本体施設として認められる対象につ

いて、現行の「指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設叉は病院若レくは診療所」

に加え、「指定地鼠密着型介護老人福祉施設Jを追加する。

9 介護~防サービス

(1)介護予防訪問介護

①基本報酬の見直し

以下のとおり基本報酬の見直しを行う。

介護予防訪問介護費(]) 1.226単位/月 1.168単位/月

介護予防訪問肝護費(jO 2.452単位/月 司 2.335単位/周

介護予防訪問介護費 (m) 3.889単位/用 3.7(コ4単位/用
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(2)介護予防訪問リハビリテーシヨン

①基本報酬の見直し

以下のとおり基本報酬の見直しを行う。

307単位/固 =今 302単位/固

(3)介護予防通所リハビリテーション及び介護予防通所介護

①基本報酬の見直し

介護予防遇所介護及び介護予防通所リハビリテーションについては、遇所介護と

異なり、いわゆる「レスパイ卜機能」を有していないことから、長時間の利用は想

定されない。このため、通常規模型通所介護及び通常規模型通所リハビリテーショ

ジの基本報酬の評価と整合を図り、以下のとおり基本報酬を見直す。

〈介護予防遇所リハビリテーション費〉

要支援1 2.433単位/周

要支援2 4.870単位/用

〈介護予防遇所介護費〉

要支援1

要支援2

1O 介護保険施設等

2.115単位/月

4.236単位/月

(1)介護老人福祉施設(地域密着型をさむ〉

①看取り介護加算

司

=今

=今

=今

1.812単位/月

3.715単位/用

1.647単位/月

3.377単位/月

入所者及びその家族等の意向を尊重しつつ、看取り!こ関する理解の促進を図り、介

護福祉施設サービスにおける香限り介護の質を向上させるため、看取り介護の体制構

築・強他を PDCAサイクルにより推進することを要件として、死亡目以前4日以上

30日以下における手厚い看取り介護の実施を図る。

死亡日以前4日以上30日以下 80単位/目司 144単位/日

※なお、死亡日の前日及び前珂白・死亡日については入現行と同繊
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:※ 算定要件等〈変更点に係る部分を扱粋。)

(施設基準)

O 書取りに闘する指針を定め、入所の際に、入所者又はその家族等に刻して、当該指 i

針の内容を説明し、同意を得ていること。

O 医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の蹴種の音!こよる協議の上、当

該指定介護老人福祉施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、香取りに関する指

針の男直しを行うこと。

(利用者基準〉

O 医師看護職員、介護支援専門員その他の臓種の者(以下この号において「医師等」

という。〉が共同で作成した入所者の介護lこ係る計画について、医師等のうちその内

容に応じた適当な者から説明を受l:t、当該計画について同意している者(その家族等

が説明を受けた上で、同意している者を含む。〉であること。

O 看取りに関する局針に基づき、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等

の抱互の連燐の下、介護記録等入所者に関する記録を活用し行われる介護についての

説明を受け、同意した上で介護を受けている者〈その家族等が説明を受け、同意した

上で介護を受けている蓄をきむ。〉であること.

② 「特別費護老人ホーム」の職員に係る専従要件の緩和

特別賞護老人ホームの直接処遇職員による柔軟な地域貢献活動等の実施力匂能と

なるよう、特別賞謹老人ホームの職員に係る「専従」の要件は、「特別費護老人ホー

ムの職員配置基準を満たす臓員とレて割り当てられた職員について、その勤務表上で

割り当てられたサービス提供に従事する時間稽において適用されるちのである」こと

を明確にする。 (r特別賞護老人ホ-L>，の設備及び運営に闘する基準についてJ(平成

12年3月 17日者発214号〉の改正.)

③ 日常生活継続支援加算

早成 27年度より介護老人福祉施設の入所者が原則要介護3以上となること等を

踏まえ、介護老人福祉施設が今後更に重度者等の積極的な受け入れを行うことを評価

する観点から、入所蓄に係る算定要件の見直しを行うとともに、ユニット型施設の入

所者については、単位数を従来型施設の入所者よりも引き上げる。

日常生活継続支媛加算 23単位/目 司 36単位/日(従来型〉

46単位/日〈ユニット型〉
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※ 算定要件等〈蛮更点に係る部分を抜粋。〉

O 次の(1)から (3)までのいすれかを満たすこと。 i 
(1)算定日の属する月の前六月間又は前十二月間における新規入所者の総数のうち、 i

要介護状態区分1J<要介護四又は要介護五の者の占める割合舟守百分の七十以よであ i
ること。

(2)算定自の属する月の前六月間又は前十二周聞における新規入所者の総数のうち、

日常生活に支障を来すおそれのある症状叉は行動が認められることから介護を必

要とする認知症である者の占める割合が百分の六十五以上であること。

(3)社会福祉士及び介護福祉士法施行規則(昭和六十二年厚生省令第四十九号}第一

条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合が入所者の百分の十五以上であ

ること。

④在宅・入所相E利用加算

地鼠住民の在宅生活の継続を支援するため、在宅・入所相E利用加算の利用を促

進する観点からl邸要な算定要件及び単位数の見直しを行う。

在宅・入所相宣利用加算 30単位 =今 40単位

※ 算定要件等〈変更点に係る部分を掠粋0)

(利用者の基準:)

O 在宅生活を継続する観点から、複数の者であらかじめ在宅期間及び入所期間{入所 l

期聞が三周を超えるときは、三月を限度とする。)を定めて、当該施設の居室を計画 i
的巴利用している者であることo (※1) 

※1 :現行では、「聞の個室」の計画的な利用が必要となっている。

〈注〕・現行の要件である「要介護状態区分力寝介護三、要介護四叉は要介護五であ

る者であること」については、期廃する.

⑤障害者生活支援体制加算

65歳以前より精神障害を育レ、特別なケアが邸要と考えられる重度の精神崎害

者について宅、障害者生活支緩体制加算の対象となる障害者に追加するとともに、

同加算で配置を評価レている「障害者生活支援員」について、精神障害者に対する

生活支援に闘し専門性を有する者を新たに追加する。
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※ 算定要件等(褒更点に係る部分を振粋。〕

(利用者の基準〉

視覚、臆覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は霊度の知的障害者若しくは精

神障害者

〈障害者当日吉支援員の基準〉

次lこ掲げる障害の区分に応じ、それぞれ次に掲げる者

O 視覚煉害 点字の指導、点訳、歩行支握等を行うこと古Tできる者

O 聴覚障害又は言語機能障害手話通訳等を行うことができる者

O 知的障害知的峰害者福祉法(昭和三+五年法律第三十七号}第十四条各号に掲げ

る者文はこれらに準する者

O 精神崎害精神保健福祉士又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令

第十=条各号に掲げる者

⑥多床室における居住費負担

介護老人福祉施設の多床室の入所者のうち、一定の所得を有する入所者lこついて

は、現行の光烈水費相当分に加え、室料相当分の負担を居住賓として求める。ただ

い「怪所得者を支える多床室」との指摘もあることを踏まえ、怪所得者に配慮する

観点から、利用者負担第1段階から第3段階までの蓄については、補足給位を支給

することにより、利用者負担を増加させないこととする。〈短期入所生活介護につい

ても同嶋の見直しを行う。〉

なお、当該見直しについては、平成27年8月から行うこととする。
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※算定要件等〈変更後の基準費用額と負担限度額の覧。〉

ユニット型 ユヱット型 従来型個室 従来型個室 多床室 多床室
食費

個室 箪個室 〈特養等) 《老健康..・} (特養等) {老健・祖眠薬等〉

基準費用額 1，380 1，970 1，640 1，150 1，640 320+β+α 320+s 

負担限度額

(利用者負担 650 1，310 1，310 820 1，310 320+s 320+β 

第3段階}

負担阻度額

〈利用者負担 390 820 490 420 490 320+β 320+β 

!l!2段階)

負担隈置甑

(利用者負担 300 820 490 320 490 。 。
'刷段階)

注1・βについては、直近の家計調査における光熱水質の額白せ見行の基準費用額・負担限 | 

度額を上回っていることを踏まえた見直しで、 50円/日

注2・αについては、多床室の入所者に対して室料相当の負担を求めることに伴う見直し i 
で、 470円/目o (実施は平成27年8月から。〕

⑦基本報酬の見直し

以下のとおり、基本報酬の見直しを行う.なお、多床室の基本報酬について室料

相当分が減少すること等を踏まえ、平成24年4月1日以前に整備された多床室と

平成24年4月1日後に新設されだ多床室との闘での報酬設定の差は設けない。

〈従来型個室〉

(現行〕 (27年4月〉

要介護度1 580単位/日 547単位/日

要介護日度2 651単位/日 614単位/日

要介護度3 723単位/日 =今 682単位/日

要介護度4 794単位/目 749単位/目

要介護度5 863単位/白 814単位/日
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〈多床室>(平成24年4用1日以前に整備されだちの〉

(現行〉 (27年4周〉 (27年B月)

要介護度1 634単位/日 594単位/目 547単位/臼

要介護度2 703単位/日 661単位/目 614単位/白

要介護度3 775単位/日 =今 729単位/目 =今 682単位/目

要介護度4 844単位/目 796単位/目 749単位/白

要介護度5 912単位/白 861単位/白 814単位/白

〈ユニット型個室〉

〈現行) (27年4用〉

要介護度1 663単位/白 625単位/白

要介護度2 733単位/日 691単位/日

要介護度3 807単位/日 =今 762単位/日

要介護度4 877単位/目 828単位/目

要介護度5 947単位/白 894単位/白

※ 介護臓員処遇改善加算の新しい加算率

加算(1):5.9% 

加算(IO:3.3% 

(2)介護老人保健施設

①在宅復帰支援機能の更なる強化と基本報酬の見直し

在宅復帰支援機能を更に高めるため、リハビリテーショジ専門臓の配置等を踏まえ、

在宅強化型基本施設サービス費及び在宅復帰・在宅療費支援機能加算について重点的

に評価する。

【倒]介護保健施設サービス費(1)のうち在宅強化型(多床室〉と通常型〈多床室〉

く在宅強化型〈多床室)> 
要介護度1 825単位/日 要介護度1 812単位/白

要介護度2 以コ0単位/日 要介護度2 886単位/巴

要介護度3 963単位/日 =今 要介護度3 948単位/日

要介護度4 1，020単位/日 要介護度4 1，004単位/日

要介護度5 1，076単位/日 要介護度5 1，059単位/日
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く通常型(多床室)> 
要介護度1 792単位/日 要介護度1 768単位/白

要介護度2 841単位/日 要介護度2 816単位/日

要介護度3 904単位/白 =今 要介護度3 877単位/8

要介護度4 957単位/目 要介護度4 928単位/日

要介護度5 1.0什単位/日 要介護度5 981単位/日

※ 介護職員処遇改善加算の加算率

加算(1):2.7% 

加算 (II):1.5% 

在宅復帰・在宅療費支援機能加算 21単位/日 =今 27単位/目

i※算定要件等 j 
o 現行のとおり i 

②施設及び在宅の双方にわ足る切れ目ない支援

入所前後訪問局導加算については、退所後の生活を支緩するだめ以下の要件を満

たす揚合、新だに評価を行う。

O 本人及び家族の意向を踏まえ、生活機能の具体的な改善目標をきめ疋施設及び

在宅の双方にわだる切れ目ない支援計画を策定していること

O 支援計画策定に当走って、多職種が参加する力ンファレンスを行っていること

入所前後訪問指導加算460単位/固=今入所前後訪問指導加算(1)450単位/回

入所前後訪問指導加算 (ll)480単位/回

※ 算定要件等

次に掲げる区分に応じ、入所申1固を限度として算定する。ただし、次に掲げるいす

れかの加算を算定している揚合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな~¥0 

O 入所前後訪問指導加算(1) 退所を目的としだ施設サービス計画の策定及び診

療方針の決定を行った揚合

O 入所前後訪問指導加算 (ll) 退所を目的としだ施設サービス計画の策定及び診

療方針の決定lこあたり、生活機能の具体的な改善目標を定めるととちに、退所後の e

生活に係る支援計画を策定レ疋揚合 i 
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③看護・介護職員に係る専従常勤要件の緩和

介護老人保健施設の看護師、進看護師及び介護職員は原則として当該施設の職務

に専ら従事する常勤職員でなければならないこととされているが、訪問サービス等

の併設により退所者の在宅生活を2めて支援する定め、介護老人保健施訟の看護・

介護職員が当該施設に併設される介護サービス事業所の職務に従事する館合につい

ては、当該施設の看護・介護職員の部に非常勤職員を充てることができる旨を明

確化する。

※ 算定妥i午寺

非常勤闘員を充てても差レ支えない場合の要件を次のとおりとする。

O 業務の繁忙時に多数の職員を配置する等により業務の円滑化白濁られる揚合

O 看護・介護職員が当該老人保健施設に併設される介護サービス事業所の職務に従

事する揚合(追加〉

(注〉次のいすれにも適合すること。

(1) 常勤職員である看護・介護職員が基準省令によって算定される員数の7割程度確

保されていること。

(2) 常勤職員に代えて非常劉職員を充てる揚合の勤務時間獄が常劉職員を充てる揚 1

合の勤務暗闇獄以上であること。 i 

(3)介護療養型医療施設

① 機能に応じた評価の見直しと基本報酬の見直レ

介護療養型医療施設が担っている機能を重点的に評価する.

【例】療費癒床を有する病院における介護療費施設サービスのうち看護6:七介護4:1 

〈療養機車協畠佑裂A (多床室)> 
要介護度1 778単位/目

要介護度2 886単位/白

〈新設〉 司 要介護度3 1.119単位/目

要介護度4 1，218単位/日

要介護度5 1，307単位/日

〈療費機能強化型B (多床室)> 
要介護度1 766単位/白

要介護度2 873単位/日

(新設〕 =今 要介護度3 1.102単位/巴

要介護度4 1，199単位/日

要介護度5 1，287単位/目
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くその他〈多床室)> 
要介護度1 786単位/日 要介護度1 745単位/白

要介護度2 895単位/目 要介護度2 848単位/日

要介護度3 1，130単位/白 =今 要介護度3 1，071単位/目

要介護度4 1，230単位/日 要介護度4 1，166単位/白

要介護度5 1，320単位/白 要介護度5 1，251単位/日

i※ 算定要件等

<療養機能強化型A>
o 次のいすれにも適合すること。

(11 算定日が属する月の前3月聞における入院患者等のうち、重篤な身体疾患を有

i する者及び皐体合併症を有する認知症高齢者の占める割合が100分の50以上

! であること.

(2) 算定日が属する月の前三月間における入院患者等のうち、略疲(かくだん)吸引、

』 経管栄養、又はインスリン注射が実施された者の占める割合が100分の50以

上であること.

O 算定日が属する月の前3居間における入院患者等のうち、次のいずれにも適合宮

る者の占める割合が 100分の 10以上であること.

(11 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断

じた者であること。

(2) 入院患者又はその家族等の同意を得て、入院患者のターミナルケ?に係る計画

が作成されていること。

(31 医師、看護師、介護職員等が共同して、入院患者の状態又は家族の求め等!こ応

じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われ

ていること.

O 生活機能を維持改善するリハビリテーションを行っていること。

O 地域に貢献する活動を行っていること。

(療養病床を有する病院〉

O 書讃職員の鍛が、常勤換算方法で、入院~者等の数の合計数が6文はその錨数を

増すごと!こ1以上であること.

O 介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の叡の合計数が4又はその錦鍛を

増すごとに1以上であること。

(療費病床を有する診療所)

O 看護織員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が6又はその錦数を

憎すごとに1以上であること。

c_ーーーーー一一一一ーーーーーーーー一一一一一ーーーーーー-ー一一一一ーーーーーー』一一一一一ーーーーーーーー一一一一ーーーーーーーーーー一一一一一ーーーーーーー一一一一一一ーーー
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o 介護職員の敵が、常動換算方法で、入院患者等の数の合計数が6又はその舗数を

l 増すことに1以上であること。

<療費機能強佑型B>
o 次のいすれにも適合すること。

(11 算定日が属する月の前3月間における入院患者等のうち、重篤な易体疾患を有

する者及び身体合併症を育する認知症高齢者の占める割合が100分の50以上

であること。(療費病床を育する診療所の揚合は 100分の40以上〕

(2) 算定日が属する月の前三月聞における入院患者等のうち、曜疲(かくだん)暇引、

経管栄賞、又はインスリン注射白写実施された者の占める割合が 1【泊分の 30以

上であること.(療養病床を有する彰療所の据合は 100分の20以上〉

O 算定日が属する周の吉03用聞における入院患者等のうち、次のいすれにち適合す

る者の占める割合が100分の5以よであること.

(11 医師が一般lこ認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断

した者であること.

(2) 入院患者又はその家族等の同意を得て、入院患者のターミナルケアに係る計画 t

が作成されていること.

(31 医師、看護師、介護職員等が共同して、入院患者の状態叉は家族の求め等に応

じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われ

ていること.

O 生活機能を維持改善するリハビリテーションを行っていること.

O 地域に貢献する活動を行っていること.

(療養病床を有する馬鴎〉

O 看護職員の数が、常勘繰算方法で、入院患者等の裁の合計数が6又はその端鍛を

自国すごと!こ1以上であること。

O 介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の鍛の合計数が4又はその舗数を

溜すことlこ1以上であること。

叉は

O 看護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が6又はその錨叡を

l!すごとに1以上であること。

O 介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が5文はその錨数を

増すごとに1以上であること。

〈療養病床を有する診療所〕

O 看護職員の数が、常動換算方法で、入院君、者等の叡の合計数が6又はその描数を

増すごとに1以上であること.

O 介護臓員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の敏の合計叡が6又はその端数を

増すごとに1以上であること。
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※ 介護職員処遇改善加算の新しい加算率

加算([):2.0% 

加算 (11):1.1% 

(4)介護保験施設等における基準費用額の見直し

多床室における基準費用額及び負担限度額については、直涯の家計謁査における光

熱水費の額力T現行の基準費用額を上回っていることを踏まえ、必要な見直しを行う.

〈短期入所生活介護、短期入所療費介護においても同僚0)

※ 10-(1) ⑥多床室における居住費負担の項を参照

(5)介護保険施設等入所者の口腔・栄重量管理(地鼠密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護を含む。〉

①経口維持加算の充実

経口維持加算については、摂食・際下障害を有する入所者や食事摂取に関する認

知機能の値下力漕しい入所者の経口維持支援を充実させる観点から、多職種による

食事の観察〈ミールラウンド〉や会議等の限組のプロセス及び岨曙能力等の口控機

能をさむ摂食・畷下機能を踏まえだ経口維持支援を充実させる.

経口維持加算(1)(1自につき) 28単位 1 芳 (1用につき) 400単位

又は γ 

経口維持加算(IIl(1日につき) 5単位 J 新)(1月につき) 100単位

ーーーー・3

※ 算定要件等 l 

O 経口維持加算(I)については、現に経口により貧事を摂取する者であって、侵食機 i
能障害や誤慌を有する入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯!

科医師、管理栄麓士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、食事の i
観察及び会議等を行い、入所者ごとに経口維持計画を作成している場合であって、医!

師又は歯科医師の指示〈歯科医師が指示を行う揚合にあっては、当該指示を受ける管

理栄護士等が医師の指導を受けている揚合に限る。)1こ基づき管理栄霞土等が梨麓管理

を行つだ揚合、 1月につき算定。

O 経口維持加算(II)については、当該施設が協力歯科医療機関を定めている揚合であ

り、経口維持加算(I)において行う食事の観察及び会議等に、医師(人員基準に規定

する医師を隙く。〉、歯科医師、歯科衛生土又は言語臆覚士由明日わった揚合、経口維持

加算(I)に加えて、 1月につき算定。

O 経口維待加算(I)は、栄賛マネジメント加算を算定していない揚合は、算定しない。

経口維持加算(11)は、経口維持加算(I)を算定していない揚合は、算定しない。
L一一ーー一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一
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②経口移行加算の充実

経口移行加算については、経管栄震により食事を摂取している入所者の摂食・嚇

下機能を踏まえた経口移行支援を充実させる。

経口移行加算 (1日につき) 28単位 =今 (1自につき) 28単位

i※ 算定要件等(変更点のみ〉

o 経口移行計画に従い、医師の指示を受11だ管理栄養士叉は栄賛土による栄麓管理及 i
i び言語聴覚士又は晋讃職員による支援が行われた揚台、 1日につき算定

o栄養マネヲメント加算を算定レていない場合は算定レない ! 

③加算内容に応じた名称の変更

口腔機能維持管理体制加担且口腔機能維持管理加算については、入所者の適切な

口腔満生管理の普及を推進するため、口腔満生管理体制加算、口腔衛生管理加算に

名称を変更する。

@療量食加算の見直し

療費食加算については、入所者の摂食・隙下機能面の取組を充実させる観点から、

経口移行加算又は経口維持加算の併算定を司能にするととちlこ、評価を見直す.

療養食加算 (1自につき) 23単位 司 (1日につき) 1 8単位

!※ 算定要件等(蛮更点のみ)

o 経口移行加算又は経口維持加算との併算定自司能。 I 
c_ーーーーーーーーーーーー--司司一一一一一一一一一一一一一ーーーーーーーーーーーーー-----ーーーーー一一 - a 

11， ~(])血

(1)介護職員の処遇政善

①介護職員処遇改善加算の砿大

介護職員処遇改善加算(以下、「処遇改善加算J)については、介護服員の処遇改

善白後退しないよう現行の加郵の仕組みは維持しつつ、更なる資質向上の取組、雇

用管理の改善、労働環債の改善の取組を進める事業所を苅象とし、更なる上乗世評

価を行う定めの区分を創設する。
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〈新設〉

介護職員処遇改善加算(I)

介護職員処遇改善加算(][)

介護闘員処遇改善加算 (m)

盈

改

改

改

盟

岨

蝿

岨

」はー
出算定要件等

(1) 介護職員処遇改善加瞳(1) 次に掲げる基準のい吉町1こち適合すること.

①介護職員の賃金〈退騎手当在除く.)の改善〈以下「賃金故善』という.)に要する費用の

見込額が介護職員処遇改善加算の算定見込簡を上回る賃金政警に関する計画在策定し、当該計

画に基づき適切な指置を講じていること.

②指定事業所において、①の買金改善に閲する計画L当該計画に係る実施期間及び実施方法そ b

の他白介護職員の処遇改善の計画等在記載した介護措員処遇政善計画置を作成し、宝ての介護

職員に周知レ、都道府県知事(地方自治法(昭和=+=年法律第六+七号〉第=百五+二条の

+九第一項の指定都市〈以下「指定都市」という.)及び同法第二百五十二棄の二+二第一項

の中骸市(以下「中核市」という.)にあっては、指定都市又は中核市の市長.第三+五号及

び第六+五号を除吉、以下周v.)に届け出ていること.

@介護職員処遇改善加算の算定額に担当する賃金改善苦実施すること.

④当訟指定事艶Hにおいて、事業年度ごとに介護臓員の処遇改善に関する実績を都道府県知

事に報告すること.

⑤算定目白唱する月白前十二月聞こおいて、強働基準法〈昭和二+=年法律第四+九号〉、

強働者災害補償保験法〈昭和二十二年法律第五+号〉、愚1臣賞金法(昭和三+四年浩律第百

三+七号〉、労働安室衛生法〈昭和四+七年法律第歪+七号〉、雇用保隙活〈昭和四+力洋

法律第百+六号〉その他由労働に関する法令に違反し‘罰童以上回刑に処せられていないこ

と.

@当該指定事業所において、泊間保険料 f労働保蹟田保強制の徴収等に隠する法律(昭和四

十四年法曹第八十四号〉第十条第二項巴規定する労働保強制在いう.以下両じ.)の納怖が

適正に行われていること.

⑦次に掲げる基準のいすれlこち適合すること.

(ー〉 介護職員の任用の際こおける臓賓又は職務内容等由要(介護職員白賃金に閲するもの

を富む.)在定めていること.

〈二) (ー〉の要件について書面をもって作成し、全ての介護闘員に周知していること.

(三〉 介護職員の資質の向上回支援に関する計画を策定レ、当該計画に係る研修の実施又

は研修の機会在確保していること.

(四) (三)1.こついて、全ての介護職員に周知していること.

⑮平成二十七年四用から②叩届出回目白属する月の前月までに実施した介護繍員由処遇改善

田内容(賃金政曹に関するちのを除<.)及び当綾介護職員由担国畠改曹に要した費用を宝て

の鵬員1こ周知していること.

(2) 介護闘員処遇改善加算 (n) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること.

① (1)①がら⑥までに掲げる基準に適合すること.

くサービス別加算事>(介護服員処遇改善加算〉

サービス 加算(I) 加算 cn)
〈介護予防〕訪問介護 8.6% 4.8% 

〈介護予防〕訪問入浴介護 3.4% 1.9% 

〈介護予防〉適所介護 4.0% 2.2% 

〈介護予防)通所リハビリァーション 3.4% 1.9% 

〈介護予防〉短期入所生活介護 5.9% 3.3% 

(介護予防〉短期入所療費介護〈老健〉 2.7% 1.5% 

〈介護予防〉短期入所療養介護〈病院等〉 2工務 1.1% 

(介護予防〉特定施設入居者生活介護 6.1% 3.4% 

介護老人福祉施設 5.9% 3.3% 

介護老人保健施設 2.7% 1.5% 

介護療費型医療施設 2.0% 1.1% 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 8.6% 4.8% 

夜間対応型訪問介護 8.6% 4.8% 

〈介護予防)認知症対応型通所介護 6.8% 3.8% 

(介護予防)小規模多機能型居宅介護 7.6% 4.2% 

(介護予防〉認知症対応型共同生活介護 8.3% 4.6% 

地鼠密着型特定施設入居者生活介護 6.1% 3.4% 

地盤量密着型介護老人福祉施設 5.9% 3.3% 

型合型サービス〈看護小規模多機能型居宅介護し 7.6% 4.2% 

※ (m)は(][)のgoo，6、(!v)は(][)の80%を算定

(介護予防〉訪問看護、(介護予防〉訪問リハビリテーショジ、〈介護予防〉居宅

療費管理指導、(介護予防〉福祉用具貸与、特定(介護予防〉福祉用具販売、居宅

介護支援、介護予防支慢については加算算定対象外.
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②次に掲7る基準のいすれ世に適合すること.

(-) 次に掲げる要件の宝てに適合すること.

a :n-謹職員の圧周回際にお11る職責又は職務肉寄等由要件〈介護輔員の賃金に関する

唱のをきむ.)を定めていること.

b aの要件lこついて書面在宅って作成レ、全ての介護職員に周知していること.

(二〉 次に掲げる要件の主てに適合すること.

a 介護闘員の資質の向上の支媛E関する計画在策定い当該計画に係る研修由実施又

は研修白機会在確保していること.

b aについて、宝ての介護職員E周知していること.

@平成二十年十周から(1)②の届出の自由属する月の前月までに実施しだ升謹鳳員の処遇

改善白内容(貴金改善に閲するものを際<.)及び当該介護職員の処遇ilS!'曹に要した費用在

室ての潤員に周知していること.

(3) 升重職員処遇政善加算 (m) (1)①がら⑤までに掲げる基準のいすれにち適合し、かつ (2)

①豆lal②に掲7る基準のいすれかに適合すること.

(4) 介護職員処遇改善加算 (l'l) (1)①から⑥までに縄げる基準のいすれにも適合すること.

②サービス提供体制強佑加算の砿大

介護福祉土については、継U続的に専門性を高めることを前提とし、介護輔の中核

的な役割を担う荏在とレて位置づける方向性が示されていることを踏まえ、介護福

祉土の配置がより一層促進されるよう、サービス握供体制強じ加算の要件について

は、新だに介護福祉士の配置割合がより高い状況を評価するための区分を創設する.

また、処遇改善に向けた取組を一層推進する観点から、処遇改善加算と同様に、

サービス提供体制強化加算については、区分支給限度基準額の算定にきめないこと

とする.
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くサービス別加算要件及び単位数〉

(fl護福祉士割合5~回以上〉
ス Tヲ

拘置""-

鎗鎌田酎隠さAO醐曾

o・'A'・・RI定購仇扇."".

【琶旬、"且跡事踊‘E圏直曹種事由泊

0 .... 豆"""
.. λ'琶Z命置也氏周開"D'
0"'際彊廻入新生"0"

建掴λ _ 0閣 【 "0置祖誼~5園以上 ;12咽也/目

0"予範題"^"福町噸

思旭室蘭朝駐車育園

合贋予句... 関脇重県姐主-

椅定範健λE電実"".
一 一 - 一 一o圃予定精度錨盆λ居置隻活合鑓

鎗鍾曹司重箱定鎗a入居‘生活介程賞

{介護福組土割合4割以上3
崎、..多個嵯彊.，."・ no_，岨
時・皿屋町阻筒由宇田 I(1)畑・1<<4阻主民~'Il/月

週四""'

a鍵雄_))1・

n噸開園町定対闘"""漕

迅棚、ど.，テーまYヨジ

山湖町劃以上一

"'支2・"【包括. .  。

畑 一 I ([)畑一…

合図予舗温街Jハピリテーション I r裏実.!l](S錨・.，

ω畑縄問蹴叫也ノ月

〈介掻短祉主割合3割以上〉

... λ地m置の慶予健省舗λ""櫨
())畑宿世30''''''''0曲目5劃以上 24…

m イ合由櫨祉寸，.ml.llI:::18岨町/円

())ロ升薗福祉主S割以上".胞/目

m ィ畑.肘5阻 B竺:回附ノ周

(!) 0 拘置宿世 S甑此昌曲鋼医也ノ胃

山 一一一…

山口畑叫割以上:惚…

【鍵玄2・1)1包括繍酬〉
r!)... fi闘肘5阻1-:72剛ノ良

())ロ命軍竃栓主 S割以.t.:48・aノ局

閣支羽目別〈包緬帽駒

rnイ叩印刷トー-

())ロ合置福祉コ""以上 95・也ノ胃

n>< ， 四 一 一 割 [ ' 1 1 -.=111一

〈11ロ o・"律ゴ".以上皇思no祖雀室電事，.以上:24*也/園

川 崎 担 制 上 一 一 ト . . …

山畑智駐3融上四畑橿世場5割批‘2・aノ圃 I0)0升 回 世 ， ， ， 比 四f福祉団5創世 12靴ノ困
夜.，巴廠霊堂蝿合隈

【:l!lIMD I [割程盟
【包鍾昼夜... ‘E飴..，慢3 m-… ト 問 。 一 - 一 一 …

'"介置竃並主3・以上叉厄拘置面温室等5回以上 84・也ノ月 1(11)ロ合医溜憧コt3割以上又鼠n・a温室...以上 84・也ノ胃

E 川崎町阻ト由晴種目白加山・一

定費量且・眉嗣謂e望盛縄舟置・2量
())畑祖Itt，阻且町奮闘盟5皿住民間縛位ノ月 I(1) 0 畑橿世曙以上叉剛闘世軒岨土問・町周

〈※〉介護人材確保の取組を推進する観点から、現行の都道府県による従業者等に関する

情報公表の仕組みについて、事業者の取組がより促進される仕組みとなるよう、各事

業所の基本情報に教育訓練のための制度、各種研修、キャリア段位制度の取組等、従

業者の資質同上に向けだ取組状況を追加する。また、動務時間、賃金体系、体暇制度、

福利厚生、離臨率など従業者自t事業所を選択する際に最怪限必要と考えられる項目に

ついて、事業所が自ら直接公表できる仕組みとする。
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(2)地域区分

民間事業者の賃金水準を基礎としだ賃金指数に基づき設定するという原則に立ち、

客観的に地域区分を設定する観点から、公務員〈国家公務員又は地方公務員(以下同

じ。))の地鼠手当の設定に準拠する見直しを行う。

また、公務員の地鼠手当の設定がない地域については、「その他 CO%)Jの設定を

原則とレつつ、隣接する地域の実情を踏まえ、公務員の地域手当の設定がある地域に

ついて「複数日隣接する地揖区分のうち怪い区分」から本来の「その他 (O%)Jまでの

範囲内の区分を選択できるようlこする。

また、広域連合を構成する自治体が適用されている地鼠区分の割合が異なる場合は、

構成する自治体聞の協議により、その自治体が適用されている区分の範囲内で設定す

る.

これらの見直し!こ当たっては、報酬単価の大幅な変更を緩和する観点から、自治体

の意見を聴取しだ上で、平成29年度末まで必要な経過措置を講じる.

また、各サービスの人件費劃合仁ついては、介護事業経営1実態調査の結果等を踏ま

えて、各サービスの人員配置基準に基づき、実態を精査の上、次のとおり見直しを行

う。

く地域区分ごとの上乗せ割合〉

1級地 18% 
2級地 15% 
3級地 12% 
4級地 10% 
5級地 6% 
6級地 3% 
その他 0% 

〈人件費割合〉

1級地

2級地

3級地

4級地

司 5級地

6級地

7級地

その他

20% 
16% 
15% 
12% 
10% 
6% 
3% 
0% 

短期入所生活介護 (45%) 司 短期入所生活介護 (55%)
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く介護報酬1単位当だりの単価の見直しの全体像の現行と見直し後の単価〉

く地鼠区分ごとの適用地鼠〉

別紙参照

く経過錯置〉
報酬単価の大幅な変更を緩和する観点から、自治林の意見を蹄取しだ上で、平成29

年度末まで必要な経過借置を講じる。

具体的には、今回の見直しによる最終的な地鼠区分及び上乗せ割合の範囲内の区分で

設定する.
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